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経済学研究 47-3
北海道大学 1997.12

ヨーロッパ統合における人の域内自由移動

本田雅子

l はじめにー問題の所在

ヨーロツパ諸国の完全な政治経済統合を究極

の目標として進められてきた戦後の欧州統合の

試みは，壮大な歴史的実験として今日に至るま

で常に世界の強い関心を集めてきた。国際関係

および世界経済秩序に与えるインパクトの大き

さから，欧州統合においてはとりわけ次の2点

が非常に注目されてきた。第 1には， 1958年の

欧州経済共同体(EEC)設立条約(以下ローマ

条約)締結以来，欧州統合が「共同市場」の完

成を目指してきたという点である。諸国家の市

場はこれまで関税や非関税障壁，出入国管理，

その他様々の規制によって分断されてきた。欧

州統合は分断された加盟諸国の圏内市場を，

物・人・資本・サービスが自由に移動できるひ

とつの巨大な単一市場としてまとめ，作り替え

ようとしている。そのような歴史的に例を見な

い巨大な共同市場が出現するならば，世界経済

の構造に大きなインパクトを与えることになる

であろう。第2に，欧州統合の試みが重要である

のは，それが既存の「国民国家(nation-state)1) J 

という枠組みの見直しを図る際のひとつのモデ

1) I国民国家Jとは，ひとつの「国民」すなわち「ネ
イション (nation)Jがひとつの「国家 (state)Jを
構成している国家であるが，政治学の文献において

は「ネイション」という概念の普遍的定義はいまだ

確立されていないといえる。一方で， K巴llas(1991) 
のように， Iネイション」に「共通の先祖jというエ
スニック(ethnic)な要素を含める定義があり，他方，
Gellner (1983)やHobsbawm(1990)のようにそれ
を含めない定義がある。本論文では，Kellasのような
「共通の祖先」を含める定義ではなく， G巴llnerの定
義，すなわち， Iネイション」とはその成員が理念お

ルを提供してくれるからである。「国民国家

(nation-state)Jは，近世から19世紀噴までにフ

ランス，イギリスなどのヨーロツパ諸国におい

て確立されていったが，第二次世界大戦後の国

際連合(UnitedN ations)の形成によって，国際

関係における基本的な単位としての不動の地位

を確立した。しかしながら，ユーゴスラビアの

民族紛争に見られるように，近年，これまで国

際連合(UnitedN ations)の一員として国際的に

その地位を認められてきた「国民国家」が分裂

の危機に直面するという事態が生じている。こ

れによって現在存在する多くの「国民国家」が

実は国家の成員をひとつの「ネイション

(nation) Jに統合することに成功していなかっ

たことを露呈した。ここに至って， ["ネイション」

というものの再検討の必要性が高まっているよ

うに思える。最近のチェコスロパキアの分離，

カナダのケベツク州の分離運動，イタリアの北

部同盟の独立運動など，世界各地で起こってい

る動きを見ると，国民国家はエスニック(ethnic)

なものによって分離される方向へ向かっている

ように見える。しかしながら，そのような分裂

は，平和的に行われる場合は問題がないように

思えるかもしれないが，暴力的な紛争によって

行われる場合の人的・社会的損失は非常に大き

しまた実際の国家の領土的分割を行うにあた

っては様々な困難に直面する。さらに，異民族

よび記号の体系，行動および意思伝達の方式の意味

での同じ文化を共有し，互いに同じ「ネイション」

に属していると認識するものという定義をとること

を強調しておきたい。なお， I国家 (state)Jは統治
機関と定義しておく。
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聞の結婚および混血によって，エスニック集団

というものの実態は実はあいまいになってお

り，これを基準とした分割は必ずしも絶対的な

ものであるともいえない。「国民国家jの枠組み

はそれ自体が問題であるというよりむしろ，I国

民国家」がHobsbawmやGellnerの意味での「ネ

イション」の形成をf子ってこなかったことにあ

ると思われる。欧州統合は民族による「国民国

家」の分断という流れにさからって，民族的な

ものを国家形成の原理とすることなし既存の

「国民国家」の枠組みを解体し，そのような解

体の上に，平和，平等，自由，連帯，経済的・

社会的安定という共通の基礎的な価値に基づい

た「ヨーロッパ」という新しい「国民国家」を

建設しようとする実験である。このような変更

を加盟国が主体的に平和的な方法で試みるEC

の実験は，今日の民族間での対立の解消のモデ

ルとなりうる点で，現代世界においてはよりい

っそう注目されるのである。

欧州統合はこのように 2つの点で，すなわち，

それが「共同市場」の設立を目指している点と，

既存の「国民国家」の解体と「ヨーロッパ」の

建設の試みを伴うという 2点において，政治経

済学の最も重要な分析対象のひとつであるのだ

が，これらの目標に対して極めて重大な意味を

持つ政策分野が，人の移動の自由化である。ヨ

ーロッパ主義的理想に即して言えば，欧州統合

は，上述した意味で国民国家を解体した後に，

これらの異なる諸国民を「ヨーロッパ人」とい

うひとつの「ネイションJとしてまとめあげる
ことを要する。ひとつの「ネイション」が成立

し，安定的に維持されるためには，その成員間

に「ネイションjに対する帰属意識の形成が不

可欠である。そのような帰属意識は，もしも成

員聞に法的差別が存在し，このため域内での自

由移動が制約を受けるような状況では形成され

えないで、あろう。Deutsch(1953)から始まり，近

年のGellner(1983)に至る，国民国家やナショナ

リズム形成に関する近代主義的研究は，産業社

会の発展と関連する労働移動が国民形成に重要

な役割を果たしたことを示している 2)。このよ

うな仮説の上に立つならば， ECの域内移動の自

由化の政策によってスムーズにEC諸国民の地

理的・社会的流動化が達成される時に， EC諸国

民がひとつの「ネイション」として統合される

という展望が生まれてくる。そうなれば， EC統

合全体に対して決定的な意味をもつであろう。

このような人の自由移動の重要性は，ある意

味でこれまでの経済理論にも反映されてきたと

もいえる。経済理論はこれまで必ず，一国内で

は生産要素である資本および労働の移動が完全

に自由であるという仮定に基づいて立てられて

きた。つまり，単一の労働市場は国民経済の成

立に不可欠と考えられてきたのだといえる。し

たがって， ECが経済理論上の「国」としての経

済的実態を備えたといえるためには，これらの

生産要素の域内移動の完全な自由化が必要で、あ

る3)。この意味でも労働移動，すなわち労働の提

供者としての人の移動の自由化は非常に注目さ

れるべきであるといえよう。

以上に見るように，政治学および経済理論上，

労働移動の自由化は非常に重要な意味を持って

いるのであるが，これらの理論はある程度の示

唆は与えてくれるものの，現実にどのような移

動自由化の制度を実施すれば「共同労働市場J
や「ネイション」の形成が実現されるのかを教

えてはくれない。実践においては欧州共同体は

歴史的に与えられた環境との相互作用の中で試

行錯誤を積み重ねていくしかなかった。欧州共

同体のこれまでの人の自由移動の制度化を，そ

れが「共同労働市場jや「ネイション」の形成

2) Deutsch (1953)， p.75， Gellner (1983)， p.63. 
3 )現実の労働市場は一圏内においても必ずしも単一で

あるとはいえない。筆者は労働市場のご重構造や企

業内労働市場などの複数の労働市場の存在を否定す

る立場にはない。しかしながら一般に経済理論にお

いて国内労働市場を単一であるとする拍象化は特に

他国との比較において許されている。ここでの議論

は， ECが経済理論上で一国として扱われるには少な

くとも園内労働市場が単一であると抽象化されうる

程度までは単一であらねばならないことを述べただ

けである。
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にどのような影響を持ちえたのか，あるいは持

ちえなかったのかという視点から再検討し，持

ちえなかった面があるとすると制度化のどこに

限界があったのかを特定する作業が必要とされ

ている。そうしたうえで，初めて，欧州統合の

理念と実態が十分に明かされることになるし，

また，今後の制度化に対する展望を与えること

ができるであろう。本論文は以上のような問題

意識にたって，ローマ条約締結から1993年まで

の欧州共同体の人の自由移動の制度化について

論述する 410 2章では人の自由移動の制度化を歴

史的に 3つの画期に区分し，それぞれの時期の

制度化の展開について叙述し，同時にこの制度

化の過程で実態はどのように変化してきたかを

示しながら，各々の時期における制度の意義と

限界についての考察を加える。 3章では， 2章で

行った政策分析と実態の概観から浮かび上がっ

た問題点を整理し，提示する。最終章で結論と

今後の課題設定を行う。

2 統合と労働移動自由化政策ーその展開過程

1. 60年代~70年代初頭

(1)ローマ条約における人の自由移動

はじめに述べたように，ローマ条約は「共同

市場」の設立という目標を掲げ，その目的達成

のために共同体が「加盟国聞の人，サービスお

よび資本の自由移動に対する障害の除去」を行

うことを規定していた。これらの自由移動のう

ちで，人の自由移動については第48条~51条 5) 

4 )入手可能であった最新データの限界から，本論文が

取り扱う時期は基本的に1993年までとした。しかし

ながら，ヨーロッパ統合における人の自由移動の制

度の展開を分析する基本的視覚を指摘するにはこの

時代設定は十分であると考えられる。後述するよう

に，これ以後の制度上の展開は今後の課題である。

なお，1993年11月のマーストリヒト条約の発効以来，

ECはEUと呼ばれるようになったが，本論文では

1993年までの事についてはECで表記を統一しであ

る。

5) 50条の青年労働者の交換に関する規定も重要では

が「労働者の自由移動Jを，第52条以下が「自
営業者」の開業の自由を規定している 6)048条に

よって保障される労働者の自由移動とは，雇用，

報酬その他の労働条件に関して，加盟国の労働

者間の国籍に基づくすべての差別待遇を撤廃す

ることを意味する (48条2項)。また，自由移動

は次の権利を含んでいる。すなわち， (a)実際に

申し出を受けた雇用に応ずる権利， (b)このため

全加盟国の領域内を自由に移動する権利， (c)そ

の国の労働者の雇用を規制する法令および行政

規則に従って，雇用に就くためある加盟国に滞

在する権利， (d)ある加盟国の領域内で雇用に就

いた後， EC委員会が定める実施規則に規定され

る条件に従って，その領域内に居住する権利で

ある (48条3項)051条は，労働者の自由移動を

確保するために社会保障の分野での必要な措置

を，閣僚理事会が採択することを定めている。

特に， (a)給付を受ける権利の設定および維持な

らびにその給付の算定のため，各国の国内法に

よって考慮されるすべての期間を合計するこ

と，並びに(b)加盟国の領域内に居住する者に対

して給付を支払うこと，の2点、を保障する制度

を設けることを規定している。

第48条に定められた労働者の自由移動を実現

するために閣僚理事会は命令または規則7)を制

定しなくてはならないが(同条約第49条)，その

ため特にとられるべき措置とは， (a)各国の圏内

あるが，本論文の論旨からは特に必要ないため，こ

こでは取り上げない。

6 )本論文では「労働者」の自由移動に関する制度を中
心に取り上げるので，自営業者の「開業の権利Jと
しての自由移動については必要な限りで言及するに

とどめる。

7)規則とは「そのすべての要素について義務的であり，

すべての加盟国において直接適用することができ

るJ法律であり，命令とは「達成すべき結果につい
て，それが向けられたすべての加盟国を拘束するが，

方式および手段については加盟国の機関の制限に任

せる」ものである(ローマ条約第189条)。ローマ条

約はEC法体系における一次的法源，すなわち，いわ

ば欧州共同体の憲法であるので，そのまま直接適用

されることはなく，規則や命令などの2次的法源の制
定によって初めて加盟国に適用可能になる。
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労働行政官庁の聞の緊密な協力を確保するこ

と， (b)労働者の自由移動を妨げる原因となって

いるような行政上の手続きおよび慣行ならびに

就職資格を得るための期間を漸進的に撤廃する

こと， (c)圏内法に定める期間その他の制限で，

労働者の雇用の自由な選択について自国労働者

に対する条件と異なる条件を課しているもの

を，漸進的に撤廃すること， (d)雇用の供給と需

要の均衡の達成を容易にするような機構を設立

することである。

第48~51条以外に，労働者の自由移動に関連

を持つ規定としては，第123条以下の欧州社会基

金(ESF)の規定がある。欧州、|社会基金とは，

「共同市場における雇用の可能性を増進し，も

って生活水準の向上に寄与するために」設立さ

れたものであり，I共同体内の労働者の雇用を促

進し，共同体内での労働者の地理的および職業

的な移動性を増進させる任務」を負っている。

具体的には，基金は，加盟諸国が職業上の再教

育と移住手当によって労働者に対して再雇用を

確保するために支出する費用の50%を負担する

ことになっている(第125条)。

ローマ条約は以上のように，移動・滞在・居

住の権利を保障し，国籍による差別を禁止し，

社会保障上の不利益をなくすことによって人の

移動を自由化しようとしている。しかしながら，

同条約48条以下の条文をまとめる章のタイトル

が示すように，人の自由移動は「労働者jの自

由移動であって，しかも「実際に申し出を受け

た雇用」に応じての自由移動である。ローマ条

約は雇用される「労働者」の自由移動の権利を

保障していたが，職を持たない者，例えば学生

や年金生活者なども含んだすべての人間の自由

移動の権利を直接に保障するものではなかっ

た。また，そのような「労働者」の自由移動に

対しても，公序，公安および公衆衛生を理由と

して正当化される制限は例外的に認められてい

る(48条3項)。さらに，行政機関における雇用

については，自由移動の規定は適用されない(48

条4項)。以上のことからローマ条約の枠組み

は，官頭に述べたような単一の「欧州共同労働

市場」や「ヨーロツパ人のネイションJの形成
を直接の目的とするようなものであったとはい

えない。しかしながら， 48条以下のローマ条約

の規定は少なくとも「労働者」に対しては内国

民との平等を謡っていたのであり，また，実施

規定によって発展させられる可能性も持ってい

た。次に実施規定の展開を見てみよう。

(2)労働者の自由移動に関する規則および命令

ローマ条約は人(労働者)の移動の自由化の

規定を過渡期間内に漸進的に実現することを規

定していた。労働者の自由移動の実施のための

法律は，実際には三段階を経て過渡期間までに

立法化が完了した。まず1961年に理事会規則15/

618)が制定された。この規則は労働者に固有の

権利として就業の自由を与えたのではなく，加

盟諸国が労働者に就業を許可する(同規則第2条

参照)というものであって，そもそも過渡的な

性格の法律であったとえいる。また，季節労働

者や国境労働者9)は規則の適用の対象外となっ

ており，適用範囲も限られたものだった。同規

則では(1)求人を埋めるにあたって3週間の自国

民優先雇用期間が設けられており， (2)雇用条件

に関しての国籍による差別は禁止されたが(第

8条I項)，労働組合への参加に関しては，それへ

の加入と，企業内の労働者代表組織への選挙権

は認められたものの(同条2項)，被選挙権は認

められず， (3)雇用の延長に関しては， 1年間継

続して同一職業に正規の雇用形態で就業してい

ないと労働許可の更新を受けることができず，

資格を持つ他の職に就業するには3年後，すべて

の職に就業できる労働許可証を取得するには4

8) R色glementnO 15/61/CEE， Journal Officiel des 
Communaut昼 europeennes nO 57 du 26 aout 
1961， pp.1073/61-1084/61，なお，規則15/61という
のは， 1961年に採択された規則15号という意味で付
けられた規則の通し番号である。

9 )国境労働者とは，ある加盟国に住居を持ちながら，
別の加盟国で働き，毎日または週に一度は帰宅する

労働者として定義されている。
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年後を待たねばならないという制限があった。

(4)ローマ条約には規定がない配偶者と21歳未

満の子供について呼び寄せが認められた(第11

条1項)点は画期的であったが，ローマ条約の実

施という点ではまったく不完全なものであっ

た。

同規則はその第II部において，ローマ条約第

49条に基づいて労働者の自由移動の問題につい

て加盟諸国政府が協力するための枠組みと，雇

用の需給を結び付けるための調整機関について

規定した。具体的にはEC委員会の内部に共同体

レベルで求人と求職の調整を行うことを任務と

する『欧州職業紹介調整局』を設置する(第

2l~25条)こと，労働者の自由移動の問題に関

してEC委員会を補佐する機関として諮問委員

会(第28~35条)と技術委員会(第36~41条)

を設置することになっている。諮問委員会の構

成は，各加盟国につき2名の政府代表， 2名の労

働組合代表，2名の雇用者組合代表の合計36名で

ある。これに対して，技術委員会は各国から政

府代表1名の計6名で構成されている。

1964年に理事会規則38/64が制定され10) この

規則によって規則15/61は廃止された。規則15/

61に比べて前進した点は，規則38/64によって，

加盟国労働者は固有の権利として移動を認めら

れるようになったこと，季節労働者，国境労働

者も適用対象となったこと，3週間の圏内労働者

優先期聞が廃止されたこと，雇用延長に関する

制限の緩和がなされたこと，すなわち，労働許

可証が2年目から無制限，その後は自動的に更新

されるようになったことである。呼び寄せ可能

な家族の範囲も拡大され，労働者とその配偶者

の尊属にまで及ぶようになった。また，労働者

の子供の教育については，規則15/61は職業訓練

への参加を保障するにとどまっていたが，規則

38/64において初めて一般教育を受ける権利が

保障されることになった。労働組合における被

10) R色glementnO 38/64/CEE， Journal Officiel des 

Communaute europeennes du 17 avril 1964， pp. 

965/64-980/64 

選挙権については，同一企業に3年間勤務した後

に獲得できるようになった。しかしながら，労

働許可証という移動の障害は依然として残され

たままであり，この規則もローマ条約の実施と

いう観点からは過渡的な法律であった。

1968年，さらに規則1612/6811)が制定され，規

則38/64にとって代わった。この規則1612/68と，

それと同日に採択された居住権に関する命令

360/6812)によってEC域内労働者の入国・滞在に

はもはや加盟諸国による労働許可証が必要とさ

れなくなった。域内労働者は労働許可証なしで

他の加盟国に入国し，就業した後は5年間の居住

許可を取得することができ，それは5年毎に自動

的に更新されることとなった。雇用の延長に関

する制限もすべて撤廃された。域内労働者は内

国民と同ーの社会上・税制上の利益を受けるこ

とができることが明記された。これらの規則・

命令によって，ローマ条約48条の2項の労働条件

に関する国籍に基づく差別の撤廃， 3項(a)(b)(c)

の労働者の自由移動・滞在の権利が法律として

ほぼ具体化されたといえる。残る3項(d)の退職

後に残留する権利については， 1970年の委員会

規則1251/7013)によって具体化された。

ローマ条約第51条が定める労働者の自由移動

を確保するために必要な社会保障上の権利の保

護措置に関しては， 1959年の過渡的な理事会規

則を経て， 1971年に規則1408/71ωおよび規則

574/7215)によって具体化されることとなった。

11) Regulation(EEC) No 1612/68 of the Council of 
15 October 1968， Official J ournal of the Eur-
opean Communities (以下OJと表記) No L 257， 

19.10.1968 
12) Council Directiv巴N0 68/360/EEC of 15 Octob巴r

1968， OJ No L 257， 19.10.1968.なお，命令の通し
番号は規則の番号と逆に，採択年が先，規則番号が

後になっており，命令68/360とは， 1968年に採択さ

れた命令360号という意味である。
13) Regulation(EEC) N 0 1251/70 of the Commission 

of 29 June 1970， OJ No L 142， 30.6.1970. 
14) Regulation(EEC) No 1408/71 of the Commission 

of 14 June 1971， OJ No L 149， 5.7.1971. 
15) Regulation(EEC) No 574/72 of the Commission 

of 21 March 1972， OJ No L 074， 27.3.1972. 
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同規則は，疾病及び出産給付，障害給付，老齢

給付，労災および職業病に対する給付，死亡給

付，家族給付などすべての社会保障給付を対象

としており， 1)国籍を理由とした差別待遇の禁

止， 2)複数の加盟国において獲得した資格期間

の通算，3)給付の国外支給という3つの基本原則

に基づいて各国の社会保障制度の調和化を行う

よう規定している。

ローマ条約が認める公序・公安・公衆衛生に

基づいて正当化される労働移動に対する制限の

内容については16)，1964年の命令64/22117)によ

って特定された。経済的目的による制限は禁止

されており(同命令2条)，以前に刑事罰を受け

たこと自体は制限理由としては認められない

(同命令3条2項)。身分証明書や旅券の有効期聞

が切れていても，それだけを理由に強制退去さ

せられることはない(同命令3条3項)。

以上の規則および命令の立法化によって， EC

の人の自由移動に関する制度は， I労働者Jの自
由移動を目的として60年代に基本的に確立した

といえる。 1968年の規則および命令は，加盟諸

国の労働者に対する労働許可証を廃止すること

によって，加盟諸国の労働者が国民国家の枠を

越えて統合される基礎を作ったという意味で重

要であった。しかしながら，加盟諸国の国民の

入国・滞在には労働許可が要求されなくなった

とはいえ，観光客の身分で移動した後3ヵ月以内

に職がみつからなければその後の滞在は合法的

ではなくなる。職がみつかってもその職の契約

期聞が1年未満である場合は1年までの居住許可

証しかもらえない。5年間の居住許可を得るため

には雇用主によって発効された1年以上の期間

16)ローマ条約が認める公序・公安・公衆衛生に基づい
て正当化される労働移動に対する制限は当初は加盟
国によって広く解釈される傾向にあったが， 1970年
代の欧州裁判所の判例を通じてしだいに制限が認め
られるケースは限定されていくこととなった。この
件に関する1970年代の判例の動向は曽 (1978)を参
照されたい。
17) Council Directive No 64/221/EEC of 25 Febru-

ary 1964， JournalOffici巴1des Communaute eur-

opeennes nO 56 du 4 avril 1964. 

の雇用証明が必要である。したがって，もしも

雇用主が1年未満の契約で共同体移民労働者を

雇い入れ，それを何度も更新する形で雇用し続

けた場合，その労働者は毎年居住許可証を更新

しなければならない。また，労働者が非自発的

な失業者となって1年間経過した場合は，初めて

滞在許可を更新する際に居住許可の期間を制限

されうる。自国民であれば失業しでも国外退去

させられることがあるはずはなく，生活保護の

ような受け皿があるわけだが，共同体移民労働

者にはそのような権利までは与えられてはいな

かった。規則1251/70によって定められた残留の

権利も，その行使の要件は，受け入れ先の加盟

国で長年就業してその国で老齢年金受給者とな

ったか，あるいは再起不能の疾病または障害に

よって退職した場合(第2条)のみという厳しい

ものであった。以上のことから，ローマ条約の

実施のための規則・命令も共同体全域にわたる

単一労働市場を設立し，共通の市民社会を創出

するという，いわばネイションとしてのヨーロ

ツパに結び、つくようなものたりえなかったと判

断できるであろう。

(3) 1960年代までの域内労働移動の実態と移動

制度の意義

ローマ条約およびその具体化としての規則・

命令が単一のネイション形成をもたらすような

ものではなかったとはいえ，共同体域内労働者

の移動に対する障害は1960年代に漸進的に除去

されていったことは述べた。このことは労働移

動の実態面にどのように反映されたのであろう

か。表1は共同体における新規労働許可を発行さ

れた外国人数を表している。これを見ると，1960

年代までの域内労働移動の特徴は，第1に，移動

した共同体労働者の圧倒的割合がイタリア人労

働者で占められていること，第2に，1960年以降，

イタリア人労働者の移動の大部分はドイツへの

移動であったこと，第3に， 1960年を通じて域外

労働者の共同体への移動が増加し， 60年代末に

は域内労働者の移動を大きく上回ったことであ
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表1 新規労働許可証を発行された外国人数(単位1，000人)

1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 

1)EEC労働者 109 94 206 227 221 181 188 259 211 95 162 167 

2)内イタリア人 85 73 171 205 199 158 164 235 188 75 142 145 
内ドイツへ 19 42 141 165 165 134 141 203 164 576 130 136 

3)域外労働者 65 57 126 207 292 334 448 452 382 190 358 692 

4)合計 174 151 332 434 513 515 636 711 593 285 520 859 

2)/1) (%) 77.4 78.3 83.2 90.3 90.1 87.6 87.1 90.6 89.3 78.4 87.2 87.1 

2)/4) (%) 62.6 62.0 61.9 52.3 43.1 35.1 29.6 36.4 35.6 33.4 31.2 19.4 

2)の移入先 (%) 

ベルギー 5.3 1.5 0.6 1.0 2.2 2.5 2.9 3.1 3.3 5.4 2.2 

西ドイツ 23.0 57.9 82.5 80.5 82.7 84.8 86.4 86.6 87.0 77.2 92.0 93.8 

フランス 60.4 29.0 11.4 11.6 10.8 8.2 7.0 7.7 7.1 14.2 4.2 4.5 

JレクセンブJレク 10.3 11.2 4.7 4.8 

オフンダ 1.1 0.4 0.8 2.2 

出所 :EC委員会 (1971)p.22より作成

る。ローマ条約においてEC加盟諸国聞の国籍に

よる差別を廃止して，労働者の自由移動の促進

が合意されながら，なぜ上で述べたような制限

的な規定や制度が残され，実態面でも域外労働

者の移動が増大することになったのであろう

か。この間いに答えるためにまずは当時のEC諸

国の労働市場の状況とEC諸国が採用した労働

力政策を見なければならない。

1960年代にイタリア人労働者の大部分を吸収

したのは西ドイツであったことは述べたが，イ

タリア人労働者の受け入れはローマ条約から始

められたわけではない。西ドイツの場合， 1955 

年の中頃までに農業部門と，鉄鋼，造船，炭鉱

などの特定の産業における労働力不足が意識さ

れるようになったことから外国人労働者の導入

が検討されるようになり，その手始めに行われ

たのがイタリア人労働者の受け入れであった。

1955年12月， ドイツはイタリアとの聞に労働者

の受け入れのための 2国間協定18)を結び，翌年

その協定に基づいて公的な募集センターをイタ

リア圏内に開設し，限定的に農業部門と工業部

門に少数のイタリア人労働者の受け入れを行っ

18)西ドイツの外国人労働者受け入れのための2国間協
定に関して詳しくは手塚(1989)を参照されたい。

2.7 2.9 2.2 1.6 1.5 1.4 0.7 0.6 

1.6 1.6 1.6 1.0 1.1 1.8 0.9 1.1 

た。当時の西ドイツ政府の外国人労働力導入政

策は外国人を一定年限の契約で雇用し，期限終

了後は帰国してもらうという『ローテーション

原則』に基づいており，外国人労働力の導入に

は，1)西ドイツ人労働者をより熟練度の高い労

働へと上昇させる，2)外国人は経済の必要性，と

りわけ地域的な労働力需給の不均衡を調節す

る，などのメリットがあることが強調された19)。

1960年には未充足求人数が失業者数を上回る

ようになり，さらに厳しい労働力不足の状況に

直面した西ドイツはイタリアに第二の募集セン

ターを開設する。この著しい労働力不足はイタ

リア人労働者の受け入れだけでは解消されない

と判断した西ドイツ政府は，同年，スペイン，

ギリシャにも公的募集センターを開設してい

る。さらに， 61年にトルコ， 63年にモロッコ，

64年にポルトガル， 65年にチュニジアへと 2国

間協定を拡大していった。それでもなお西ドイ

ツの労働市場の労働力不足は治まらず， 65年に

は西ドイツ圏内で働く外国人労働者は100万人

を越えたにもかかわらず，まだ64万人もの求人

が充足されなかった。 68年にはユーゴスラビア

とも 2国間協定を結んでいる。この結果生じた

19)上掲論文p.80-81o
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表2 西ドイツにおける外国人労働者数(単位1，000人)

1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 

外国人労働者 127 167 329 549 

内イタリア人 26 49 144 225 

ギリシャ人 3 4 21 52 

トルコ人

スペイン人 2 2 17 62 

ポルトガル人 1 

ユーゴスラビア人 5 7 9 13 

出所:Statistisches Bundesamt 

のが，ギリシャ人， トルコ人，スペイン人など

の域外労働者の急増だ、ったといえる(表2)。

西ドイツに次いでイタリア人労働者の受入数

の多いフランスについても言及しておこう 2010

フランスの場合， 1945年に国家移民局 (ONI)

を設置し，自国を「移民の国Jと呼び，人口減
少問題の解消のために定住移民としての外国人

労働者受け入れを開始した。この点は西ドイツ

が『ローテーション原則』に基づく受け入れか

ら始めたのとは異なっている。定住移民である

ので，フランスはまずフランス人と文化的にも

民族的にも近いイタリア人の移民を受け入れよ

うとし2J)， 1946年にイタリアと労働者受け入れ

協定を結んでいる。1946年の人口センサスでは，

外国人人口約174万人中イタリア人労働者は約

46万人であり，外国人労働者のうちで最大の集

団を形成していた。しかしながら， 1960年代に

入ると，西ドイツの高賃金水準と政府の積極的

な募集活動に誘因されてイタリア人はフランス

よりも西ドイツに向かうようになる 22) このた

20)ベネルクス諸国についてはドイツやフランスに比べ

るとはるかに国の規模が小きく，在住する外国人労

働者の絶対数もいちだんと少ないので，論旨の関係

から本論文では取り上げなかった。しかしこのこと

は筆者がベネルクス諸国の労働移動を軽視している

ことを意味しない。例えばルクセンブルクのような

小国では外国人が園内人口に占める割合は非常に高

く(1989年で園内人口のおよそ27.5%)，労働移動は

ドイツやフランスとは異なる意味の重要性をもっ。

今後の課題としたい。

21) Hollifi巴ld(1992)， p.55. 

22) Bδhning (1972)， p.31. 

712 829 986 1217 1314 991 1090 1501 

277 287 296 372 391 267 304 349 

81 117 155 187 195 140 145 191 

19 33 85 l33 161 131 153 244 

94 120 151 183 178 118 116 143 

1 2 5 14 21 18 20 ~ 
24 44 53 64 97 96 119 265 

め生じた労働力不足の解消のために，フランス

は域外諸国と 2国間協定を次々と締結していっ

た。 1961年にはスペイン， 1963年にはポルトガ

ル，モロツコ，チュニジアとそれぞれ労働者受

け入れ協定を締結した。アルジエリアとは62年

に2国間の自由移動を再確認する協定を結んだ。

これらの固との2国間協定の締結に際しては定

住移民の獲得による人口問題の解決という目的

は後退し，西ドイツと同様の理由に変わってい

た。すなわち，外国人がフランス人にとって魅

力のない職業を引き受け，景気循環の緩衝役と

なって経済に柔軟性を与えること，社会保障費

用の節約になることが外国人労働者の受け入れ

理由として主張されたのである2九その結果生

じたのが，西ドイツと同様，域外労働者数の増

大であった。 1958年に新規に入国した外国人労

働者のうち約66.9%が域内労働者であったの

が， 1968年には同比率は約5.3%に低下してい

る24)。

西ドイツやフランスが外国人労働者を導入し

た理由は，自国労働者が就きたがらなくなった

職業における労働不足を埋めることであった。

このことを反映して外国人労働者は特定の部門

の特定の職種に集中することになった。 Castles

& Kosack (1985)の研究から1968年の外国人

労働者の就業状況を見ると，西ドイツの場合，

外国人労働者は男子の場合主に金属加工業や建

23) Gaspard & Serran.Schreiber (1984) p.30. 
24) Bdhning (1972) p.30 
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設業，その他の製造業に集中しており，その職

種はほとんどが非熟練または半熟練の重筋，単

調労働を内容とするものであったお)。フランス

においても，西ドイツにおけると同様に，男子

外国人労働者の就業は主に建設業，電機産業，

農林水産業の重筋・単調労働に集中した初)。注目

すべきことは，共同体労働者であるイタリア人

労働者も域外外国人労働者と同じく，金属加工

業や建設業，その他製造業などの部門の重筋，

単調労働に集中していたことである。

以上のことから，西ドイツもフランスも経済

成長によって1960年頃から生じた著しい労働不

足に対処するために各国独自に外国人労働者の

導入を行ったが，そこで求められた外国人労働

力とは自国民の代わりに筋肉労働や単純作業を

引き受け，景気循環の緩衝材となるような労働

力であったことがわかる。そのような役割を担

ってくれるのであれば，域内労働者であろうと

域外労働者であろうと関係がなかった。労働市

場の下層部分に外国人労働者を組み込むことを

目的とした各国の受け入れ政策は，国籍による

差別待遇の廃止を彊うローマ条約の規定とは相

容れない面を持つ。ローマ条約の具体化が一息

に進まなかったのも，本国人と待遇が均等にな

るとイタリア人労働者を需給調整のために利用

しにくくなるため，労働輸入国である加盟諸国

からの抵抗があったためであるm。反対に，それ

でもローマ条約の具体化が進んでいった背景に

は，加盟国がECの枠組みとは平行して独自に域

外諸国と 2国間協定を締結していったことによ

って，イタリア人労働者を利用しにくくなって

25) Cast1es & Kosack (1985)， p.72， p.82. 
26)上掲書 p.64，p剥.
27)例えば，規則38/64の法案作成に際しては労働組合で
の被選挙権の保障，自国民優先規定の廃止について

激しい対立があった。詳しくはDahlberg(1967-68) 
p.317-325を参照されたい。基本的にこれらの権利の
拡大にはEC委員会とイタリアが推進役となり，西ド
イツ，フランスは反対，ベルギーやオランダが問に

入って妥協案が成立するという構図がみられる。同

様の構図は規則1612/68についての交渉にも見られ
るが，これに関してはKlein(1981)を参照のこと。

も因らない状況が生まれたことがあると言えよ

つ。

EC域内を移動した共同体労働者の大部分は

イタリア人であったことは指摘した。域内労働

移動の制度化と移動の実態に関してイタリアは

どのような役割を果たしたのであろうか。イタ

リアでは第二次世界大戦後の1940年代の後半，

高い出生率からの人口成長の圧力があった一方

で，それに見合う圏内の経済成長による雇用の

増大を生み出すことができなかった加。 1951年

頃からイタリアの経済は奇蹟的な成長を始める

が，その経済成長はミラノなど北部の工業地域

に限られたものであり，農業中心の南部には大

量の余剰労働力が存在していた。 1955年， I共同

市場Jを設立するためのプランの検討が始めら

れた時，生産性の低いイタリア農業，競争力の

弱い工業は域内での他国との競争に負け，国内

に失業者が増大することが予想された。したが

って共同市場の創設は，それによって生じるイ

タリアの失業者のはけ口を伴うものでなければ

ならなかった。同年6月イタリアのメッシナで欧

州石炭鉄鋼共同体(ECSC)29)加盟諸国の外相会

談が聞かれ，共同市場を支持することが合意さ

れたが，その際，覚書の形で労働の自由移動の

要求を提出し，それを条約中に含めるよう熱心

に主張したのはイタリア政府であった30)。メッ

シナ会議でイタリアの要求は検討を合意された

事項の中に列挙され，最終的にローマ条約48条

以下の形で実現した。自由移動の制度化とイタ

リア人労働者の移動の増大という実態にはこの

ようにイタリアの労働市場の状況とイタリア政

府の労働力政策も関係していたのである。

以上のことから，ローマ条約の労働移動の規

定の導入は， I共同市場」の論理からは当然であ

28) Krane (1973) P.147-148. 
29) ECSCは，石炭鉄鋼産業という特定部門における共
岡市場を設立することを目的として， 1951年に調印
された最初の欧州共同体である。加盟国は欧州経済

共同体の原加盟国と同じである。

30) Willis (1971)， p.53-55. 
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るように見えながら，実際上はイタリアの熱心

な要求によって導入が検討され，ローマ条約締

結前の欧州北部の先進諸国における労働力不足

という経済状況が有利に働いて，条約中に挿入

されたものであり，この労働移動の規定が外国

人労働者受け入れ国の労働力導入政策の一環と

して利用されたにすぎなかったといえる。この

ような状況から判断すると，理念上はヨーロツ

パに単一の「ネイション」を創出する可能性を

持つ欧州、|域内労働移動の制度は， 60年代には各

国ごとに並立している圏内労働市場を相互に補

完し合う以上の意義を持ちえなかったのであ

る。

2. 70年代初頭~80年代前半

(1)共同体社会政策による「欧州共同労働市場J
の達成

ECの人の移動の自由化政策は，60年代には労

働需給をバランスさせるものとしての意義しか

与えられず，労働市場は依然として国民国家の

枠組みを越えられなかった。その一方で，経済

統合は1969年12月のハーグP首脳会談において示

された完成・拡大・深化という方針にしたがっ

てさらにいっそうの進展をみようとしていた。

ここでいう「完成」とは共通農業政策の拡充に

よる共同市場の完成， I拡大」とはイギリス，ア

イルランド，デンマークの加盟， I深化Jとは経
済・通貨同盟の実現である。ハーグ首脳会談で

は加盟諸国の「緊密に協力して行われる社会政

策Jに言及がなされた31)ものの，経済・通貨同盟

の実現のための取り組みが先行し3ヘ共同体社

会政策の形成のための取り組みは遅れていた。

このためEC委員会は1971年3月， r共同体社会

31) Bulletin of the European Communities (以下Bull.

ECと略記) 1/1970， p.16 

32)経済通貨同盟については，1970年3月に作業部会を設

置することが理事会で決定し，同年5月には中間報告

が， 10月には最終報告がEC委員会と理事会に提出さ

れ，1971年2月に早くも経済同盟の実現のための計画

が理事会で採択された。

政策計画のための予備指針路).1を公表し，共同体

の社会政策についての議論を広く喚起しようと

した。『同予備指針』は1960年代に経済統合が進

展し，加盟諸国は著しい経済成長を続け， EC諸

国の全体の生活水準は向上していった一方で，

農業部門と石炭産業，繊維産業などの伝統的工

業部門が衰退するという産業構造の変化が生

じ，そのような産業を基盤としていた地域の失

業は増大し，地域的失業格差が拡大していった

ことを報告している。また，そのような構造的・

地域的失業は経済競争において不利な女性や身

体障害者，外国人労働者にしわょせされている

ことが指摘されている。 1960年代は経済統合が

進展し，加盟諸国が経済成長を遂げることによ

って統合の利益は共同体の構成員すべてにおよ

ぶという楽観的な見方が支配的であった。しか

しながら『同予備指針』によって経済統合の進

展と経済発展は共同体の成員すべてに等しく利

益をもたらすものではないことが認識されたの

である。

欧州共同体が経済・通貨同盟に移行すること

によって，経済統合がさらに進められるならば，

この地域的・構造的失業問題はさらに悪化して

いく可能性がある。経済面での統合が進められ

るのならば，一国内で行われていた社会政策も

共同体大で行われなければならない。このよう

な問題意識から， r予備指針』は経済・通貨同盟
に共同体が移行するにあたって共同体社会政策

プログラムの下でEC委員会が今後，発案を行っ

ていく優先行動を特定している。その筆頭に挙

げられているのが「共同労働市場のより迅速な

達成」である。共同労働市場とは「労働者の真

の意味での自由移動が生じ，共同体優先が保障

されるような，よく組織された圏内市場のよう

に機能するJ労働市場であると定義されている。
この共同労働市場の達成のためには以下の行動

が必要であるとされている。まず，労働市場の

「透明度」を高めるために， (a)共同体レベルで

33) Bull. EC， Supplement 2/1971 
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統計データの定義や集計方法を調和化し，比較

可能性を改善すること， (b)各国の職業紹介所を

結ぶ、統合されたコンビューター・ネットワーク

のような手段を徐々に導入して求人・求職を照

合すること， (c)求人・求職の仲介のために，技

術レベルの向上・加盟国の指導訓練制度の近接

化・共同体レベルでの職業資格の実用的認定を

行うこと， (d)職業上，地理上の移動促進のため

の訓練開発のための組織を共同体が設置するこ

とを提案している。

次に，移民労働者に関して， (a)共同体労働者

の自由移動に関する規則の適用についての監視

の継続じ慣習におけるどのような差別も防止，

停止するために必要なあらゆる行動をとるこ

と， (b)すべての移民労働者(つまり域内労働者

だけでなく，域外労働者も含む)とその家族に

関して新しい居住・労働環境へのよりよい適応

を確保すること。具体的には，関係者により多

くの情報を提供し，受け入れ環境や住宅の改善，

職業訓練コースの開設，子供の文化的適応のた

めの教育の提供などを行なっていくことが必要

であるとしている。域外労働者に関して『同予

備指針』は，共同体労働者によって現在享受さ

れている社会的権利は，段階的に域外労働者全

員に拡大されていかなければならないという方

針を明確にしている。

『同予備指針』にはこのほかに， ECが共同体

社会政策として取り上げるべき課題として，偽

装失業と構造的失業の解消，職務の内外での安

全・健康条件の改善，女性の労働条件の改善，

身体障害者の就職の促進，共同体レベルでの社

会予算の創設，雇用主と労働者の聞の協同が挙

げられている。

1972年10月の拡大共同体の加盟国首脳会談で

は，I社会的側面における活発な行動が経済通貨

同盟の達成と同じくらい重要であるjことが強

調され， r同予備指針』の基本方針が承認された
34)。この首脳会談によって， 1974年1月までに行

34) Bull. EC， 10/1972 

動計画を作成することが要請され， EC委員会は

1973年4月に『社会行動計画のための指針35).1を

作成し，さらに吟味した上で最終的に『社会行

動計画36).1を作成して1973年10月25日に理事会

に提出した。『同計画』はほぽ『予備指針』の線

に沿って，1)完全雇用および雇用条件の改善，

2)生活および労働条件の改善， 3)共同体の経

済・社会的決定への労使の参加の拡大，の3点

を主要目的としている。理事会に早急に提案さ

れるべき行動として『計画』は， 1)移民労働者

及び障害をもっ労働者への欧州社会基金からの

援助， 2)聞かれた市場経済における障害をもっ

労働者のための行動計画， 3)欧州労働安全衛生

委員会の設立及び炭鉱労働安全衛生委員会の拡

充， 4)男女の同一労働・同一賃金の原則に関す

る加盟諸国法を調整するEC命令の策定， ~) 1975 

年までに週40時間労働制と1976年までに4週間

の有給休暇の一般化， 6)環境，生活及び労働条

件改善のための欧州|財団の設立， 7)大量解雇に

関する加盟国立法を調整するEC命令の策定，を

挙げている。『社会行動計画jは1974年1月21日

に理事会の決議によって承認され，これによっ

て， ECが社会政策を通じて「共同労働市場」を

達成し，社会的にも統合されたひとつの経済的

実体を実現してゆくという方針が明確になっ

た。

(2)移民労働者に関する政策の転換と労働移動

の停滞

『予備指針』においては，地域的失業格差が

問題とされ，移民労働者を含めた経済競争に不

利な集団を共同体社会政策によって支援してい

く方針が示されたが，労働移動に対する否定的

な見解は見られない。しかしながら， 1973年4月

19日にEC委員会から理事会に提出された『社会

行動計画のための指針』においては，労働移動

一般に対する見方が大きく転換していることが

35) Bull. EC， Supplem巴nt4/1973 
36) Bull. EC， Supplement 2/1974. 
37)経済学の文献においても労働移動に関する見解の転
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わかるヘ『同指針』は， I地域的失業が原因で，

労働者は職探しのために家を離れることを強要

されている。この状況が続く限り，労働移動は

「自由」であるとはいえない」とし， I雇用が労

働者にもたらされねばならない。強制された移

動は終了させねばならないjという方針を明確

にしている。『同指針』をもとにEC委員会が作成

した『社会行動計画Jも「労働者が経済的圧力
によって職探しのための移動を強制されること

のないよう」共同体労働力人口に十分な職を創

造することを目的としている。『同計画』を承認

した1974年1月21日の理事会決議においては，

(1)加盟国労働者に対して，社会保障と社会的イ

ンフラ(住宅，社会事業，子供の教育)の改善

を含む共同体域内自由移動の条件を改善する，

(2)労働者が出身地域で、職を見つけることがで

きるように，様々な段階で支援することによっ

て加盟国労働者とその家族の自由移動を「人間

化」する， (3)生活・労働条件，賃金・経済的権

利について共同体労働者と非共同体労働者の待

遇の平等の達成， (4)域外諸国に対する移民政策

の調整の促進を目的とした『移民労働者のため

の行動計画』を作成するために必要な措置をと

るという4点が決定された。この第4点の『移民

労働者とその家族のための行動計画3りは1974

年12月18日にEC委員会から理事会に提出され，

1976年2月9日に理事会による採択をみた。

ECによる移民労働者に対する政策が， 1973年

頃から，労働者が出身国にとどまれるよう支援

することによって，むしろ労働移動を抑制する

方向へ転換した背景には， 1960年代の加盟諸国

の外国人労働者政策に対する国内の批判が高ま

換が見られる。 1960年代は労働移動は欧州、|の経済発

展に役立ち望ましいものとされた。しかし， 1970年
代後半からは国際経済学からも地域経済学からも労

働移動に対して否定的な見方がされるようになって

いる。 1960年代の見解を代表するものとしてKind-
leberger (1967)を， 1970年代後半からの見方として
Bhagwati & Srinivasan (1983)， Brecher & 
Choudhri (1987)，乱1011e& Cappellin (1988)など

を挙げておく。

38) BulL EC， Supplement 3/1976 

ったことがある。 1970年代初め，不法移民に対

する非人間的扱いや外国人差別，外国人嫌悪が

社会問題となり， ILOの国際労働会議も1971年6

月，移民労働者を扱う既存の手段の早期見直し

の必要を述べた決議を採択している 39)0 ECの移

民労働者に関する政策はこのような国際的流れ

を反映し，外国人労働者の扱いを「人間化」し

ようとしたものである。このため， ECの移民労

働者に対する政策は，労働移動を人道的な理由

から抑制するとともに，すでに移動して受け入

れ国に定着した移民に関しては，同様に人道的

な理由から域外の労働者の生活・労働条件およ

び賃金・経済的権利を共同体移民なみに引き上

げようというものになったのである。

労働移動を奨励しないという方向は，域内労

働者にも関係している。域内労働者はローマ条

約によって国籍による差別を禁止されており，

形式上は外国人差別を受けるはずはない。しか

しながら，一般大衆の外国人差別や外国人嫌悪

の矛先は，現実には域外労働者だけではなく，

共同体労働者にも向けられた。西ドイツにおい

て1966年に一時的に景気が後退し，圏内で外国

人嫌悪の最初の波が起きたが，その際，政治家

やマスコミによる非難の標的になったのは，当

時，外国人労働者の中で最大のグ、ループであっ

たイタリア人であった40)。ローマ条約によって

たとえ国籍による差別が禁止されているとはい

っても，イタリア人の経済的・社会的地位は「外

国人労働者Jとかわりなし西ドイツ国民から

「外国人」として認識されて排斥を受けるので

ある。このような現実である限り域内労働移動

は望ましいものではない。このため，共同体労

働者に関しては，社会保障や社会的インフラの

改善をおこないつつ，労働移動よりむしろ出身

国での雇用創出が目指されることになったので

ある。

ECの外国人労働者に対する各国の政策に対

39) Hasenau (1991) 

40) Thranhardt (1992)，宮島喬他(訳)r新しい移民大
陸ヨーロツノリ，明石書庖， 1994年。
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表3 西ドイツにおける外国人数(単位1，000人)

1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 

外国人労働者数合計 2595 2287 2039 1921 1887 1869 1934 2116 2097 2029 1984 1855 

外国人人口合計 3966 4127 4090 3948 3948 3981 4144 4453 4630 4667 4535 4364 

内イタリア人労働者 450 332 292 279 281 287 300 326 313 289 273 250 

イタリア人在住者 622 630 601 568 571 573 594 618 626 602 565 545 

トルコ人労働者 605 607 543 521 518 515 540 625 654 654 652 590 

トルコ人在住者 894 1028 1077 1079 1118 1165 1268 1462 1546 1580 1552 1426 

出所:Statistisches Jahrbuch fur die BRD; Statistisches Bundesamt 

する見直しの要求は，このように外国人労働者

を「人間化Jするという人道的な理由から1960
年代の移民労働者受け入れ政策を見直す面をも

っていたが，他方， 1973年10月の第一次石油危

機以降に経済環境が変化したことによって，労

働者受け入れを行っていた国々も経済的理由か

ら労働移動を見直すことになったという現実を

反映するものでもあった。需要の落ち込みから，

西ドイツなどの外国人労働者の受け入れ国で

は，企業が生産を縮小し，労働力は供給過剰に

なり， 1960年代のような大量の外国人労働者の

受け入れは不要となった。このため，西ドイツ

は1973年11月に，フランスは1974年7月に，EC諸

国民を除く外国人労働者の新規受け入れを停止

した。一般的に労働力が過剰になったとはいえ，

受け入れ国の企業はもともと自国民の応募のな

い仕事に就業している外国人を必要としてい

た。新規の外国人労働者の流入を抑制すると，

すでにいる外国人労働者をそのまま雇用するし

かなく，結局，すでに入って来ていた外国人労

働者については定住化を進めざるを得ないこと

になった。また，当の外国人労働者にとっても

自国に戻っても仕事もなく，戻りたくないとい

う事情もあった。そこでとられたのは一方で新

規受け入れを停止しながら，すでにいる外国人

に対しては自国労働市場への統合を促す政策で

あった。例えば西ドイツでは外国人が滞在権41)

41) 1"滞在権」とは一定の条件を満たした外国人に対し
て与えられる「時間的・場所的な制約を有しないj

滞在許可証である。西ドイツにおける外国人労働者

法については，野川忍 (1993)を参照のこと。

を獲得する要件が緩和され，一定の要件を満た

せば 8年の滞在で滞在権を得ることができ，

そうなれば社会生活上の地位は西ドイツ人と同

等になった。また，西ドイツでは1965年にすで

に制定されていた規定によって 11年以上滞在
し，確実な職業を持ち，家族を十分な広さの住

居で居住させることができるならば，配偶者と

子供を呼び寄せることができる」ことになって

いたので，外国人労働者は定住化するに従い，

この規定を利用して家族呼び寄せを行っていっ

た4九このため西ドイツにおいて1970年代末か

ら域外からの外国人人口が急増した(表3)。

居住，労働条件，賃金，経済的権利の点で共

同体労働者と域外労働者とその家族の待遇を均

等化させるという欧州共同体の社会行動計画の

方針は，このように加盟国，特に西ドイツの外

国人労働者に対する方針の転換によって域外か

らの外国人労働者の滞在が長期化することによ

って少しづっ実現していった。イタリア人移民

労働者と外国人労働者の経済的・社会的権利に

関して実質的な差はなくなってきた。相違点と

いえば，イタリア人労働者はいったん帰国しで

もその後，自由に再入国できる点である。しか

しながら，表3からわかるように，西ドイツに

おけるイタリア人労働者数は1973年から1974年

にかけて急減した後，停滞している。不況で職

を失って帰国した場合，再入国する権利がある

といっても，受け入れ国での新たな雇用の募集

がないと，実際は戻れない。失業したまま受け

42)厚生省人口問題研究所 (1993)p-122 
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入れ固にとどまったとしても，1年経っても職が

みつからなければ，制度上滞在の権利を失い，

帰国せざるをえない。イタリア人を含む外国人

労働者に聞かれた職業は単純労働であったこ

と，このような労働者に対する需要が70年代に

なって低下したことはすでに述べたが，このた

め自由移動の権利を持つイタリア人労働者であ

っても，域外労働者と同様に1973年以降は移動

が停滞してしまったと考えられる。

(3)欧州の社会統合のための政策の始動と足踏

み

移民労働者の経済的・社会的権利の向上が，

加盟諸国政府と共同体によって図られるように

なると， 1960年代までの労働移動政策が欧州統

合において持つ意義が改めて問われるようにな

った。『予備指針Jにおいてはすでに，もしも共

同体社会政策が域外労働者をも射程に入れるも

のになるのであれば，1共同体を強化する手段の

一部として，加盟国政府および共同体機関は，

加盟国の領土に住む他の加盟国の国民に対し，

加盟国国籍を持つことと関連した権利と義務を

漸進的に拡大する可能性を考慮すべきであるJ
ことが示唆されている43)。

このような聞いは， 74年12月に再び、パリで開

催されたEC首脳会談において，主として加盟諸

国のなかで最大の労働力送りだし国であるイタ

リアの要請によって議題に登り，同会談の最終

声明には，共同体のメンバーとして加盟諸国の

市民にのみ与えるべき「特別の権利」の導入の

検討が盛り込まれたω。この「特別の権利」の内

容は，それを検討するための特別委員会の報告

書45)によって明らかにされたが，具体的には，欧

州議会における選挙権と被選挙権，および加盟

諸国における選挙権と被選挙権である。前者に

ついてはローマ条約の規定によって直接保障さ

れている権利である分，実現が比較的容易であ

43) Bull. EC， Supplement， 2/1971， p.47. 

44) Bull. EC， 12/1974， p.8. 

45) Bull. EC， Supplement， 7/1975. 

ると考えられたため，特別委員会は，特に後者

の権利について詳しい検討を行っている。特別

委員会は，どのレベルで参政権を与えるかにつ

いて検討した結果，現段階では国政レベルでの

被選挙権と中央政府へのアクセスは除外される

べきだが，地方レベルでの選挙権・被選挙権お

よび地方レベルの公職に就く権利が与えられる

よう検討すべきであると勧告している。しかし

両者の中聞に位置する地域・国政レベルの選挙

権，地域レベルの被選挙権および地域首長の地

位と関連した公職は今後の検討課題としてい

る。共同体の市民によるヨーロッパという「ネ

イションJの形成の基礎となるような，加盟諸
国の市民にのみ与えられるこの「特別の権利J，
すなわち「欧州市民権J46)の検討が開始されたと

いう点で， 74年のパリEC首脳会談は大きな意味

をもっといえる。単なる労働力としてではなく，

政治的にも平等の権利を与えられた欧州市民と

して迎えられるならば，移動に対する心理的・

社会的障害はいっそう低められると考えられる

からである。

同首脳会談では他にも欧州市民のアイデンテ

ィティを高めるような重要な合意がなされてい

る。「欧州統一パスポートjの導入の検討，およ

び欧州議会の直接選挙を可能な限り早く実現さ

せるための検討を開始するという合意である。

パスポート同盟の意義は，加盟諸国が各々の国

民に仕様が統一されたパスポートを発行するこ

とによって，域外に対時するひとつの統一体と

しての共同体の存在をより強く認識させるこ

と，共同体内での域内国境でのパスポート・コ

ントロールを廃止して域内での移動を物理的に

46)後のマーストリヒト条約で与えられた「欧州市民権」
と同報告書で検討された「特別の権利」の内容はほ

ぼ一致するため，本論文では同報告書の特別の権利

すなわち「欧州市民権jとしたが，特別の権利導入

の検討のための特別委員会の報告は， I欧州市民権」
を欧州共同体という超悶家機関から直接与えられる

権利とし， I特別の権利」は加盟諸国が他の加盟国に
住むEC諸国民に与える権利なので「欧州市民権」と
は異なるものであると述べている。
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完全に自由化すること，その結果として出入国

管理を域外との国境にすべて移し，域外からの

外国人の出入国管理に関する加盟国の法律を調

和化させることである。

この他にも， 1970年代には欧州共同体を経済

面からではなく，社会面，文化面からもひとつ

の統合体にしていくと思われる様々なイニシャ

チブが取られた。 75年に提出された欧州同盟に

関する『チンデマンス報告4リでは，統合ヨーロ

ッパは単なる国家間協力の集合体ではなく，世

界の変革に共同して対応することを誓い合った

人々の集合であり，統合ヨーロツパは，市民と

直結せねばならないことが強調され， 1979年に

は， 74年のパリサミットで合意された欧州議会

議員の直接選挙がついに実施された。これによ

って，欧州議会はより民主的なEC機関へと変身

を遂げることになった。欧州議会は以前から欧

州市民権の導入にはより積極的であったが，直

接選挙による「欧州市民」の支持を得て以来，

ECの移民労働者のための所得税制の調和や，学

生・年金生活者への居住権の授与に関する発議

をより積極的に行い，それらの推進に一役買う

ことになった48)。

1970年代には，教育の次元でも共同体を統合

していく政策の形成が進んだ49)0 1971年11月に

初めての加盟国教育相の会談が開かれ，加盟諸

国間の教育制度についての協力推進のための共

同体政策の検討が開始されることとなった。

1976年に，閣僚理事会と教育相会議は， 1)移民

労働者とその子弟のための文化的・職業的訓練

47) Bull. EC， Supplement， 1/1976. 
48) 1980年代前半に欧州議会の行った人の移動に関する
様々な提案としては， 1979年の国境労働者のための

経済・社会政策についての動議 (Doc.1-494/79/ 

rev.)， 1980年の共同体諸国民の居住権に関する命令
案に関する報告(Doc.1-40/80)，共同体内の労働者

の自由移動に関する所得税制の調和についての命令

案に関する報告(Doc.1-679/81)，1983年の共同体市
民の地方選挙におげる選挙権および被選挙権に関す

る報告 (Doc.1-121/83)などがある。
49) European File 3/85， The European Community 
and Education. 

の改善， 2)異なる欧州、|の教育諸制度の相互理解

の向上， 3)基礎的な情報と統計の収集， 4)高等

教育における協力， 5)外国語教授の改善， 6)共

同体全域におけるあらゆる形態の教育にアクセ

スする機会の均等，という 6点の共同体計画を

採択した。それ以後，教育分野での政策が徐々

に具体化されていく。まず，各国の異なる教育

形態の相互理解を高めるために， 1980年からユ

ーリディス(Eurydice)と呼ばれる加盟諸国の教

育政策に関する情報交換のためのネットワーク

が創設されている。教師と学生の聞の交流を促

進するために，異なる加盟諸国の大学問での協

力を推進する「共同研究計画」にECが補助金を

与える制度が作られ，76年から85年までに約400

の研究計画が実施された。 76年にはイタリアの

フローレンスにヨーロッパ大学が開設され，ヨ

ーロッパの発展やヨーロッパの制度の歴史的・

経済的・法的・社会的・政治的背景を研究する

大学院生のための講義が行われることになっ

た。移民労働者の子弟の教育に関しても，彼ら

の受け入れクラスを設置し，教師の特別訓練，

移民労働者の出身国の言語と文化の教育を行う

ことを加盟諸国に要請する命令が1977年に制定

されている。

共同体労働者の移動に直接関連する制度にも

展開があった。ひとつには，共同体の社会政策

の適用範囲の拡大である。共同体域内を移動す

る労働者とその家族に対する社会保障制度の適

用に関する規則1408/71は，労働者(被用者)と

その家族のみを対象としていたが， 1981年に改

正されて自営業者にも適用されることになっ

た則。これに加えて， 1970年代後半から80年代初

めにかけては，職業別にサービス提供と開業の

自由に関連した人の自由移動の制度化が進ん

だ。すなわち，医者(1975年)，看護婦(1977年)， 

50)この81年の成果は， EC裁判所による判例の積み重ね
によるところが大きい。EC裁判所は労働者の自由移
動の確保というローマ条約上の政策目的を重視する

立場を，一貫して取っており， EC加盟国国民の社会
保障上の権利の拡大に寄与している。
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歯科医(1978年)，獣医(1978年)，助産婦(1980

年)，美容師(1982年)に対して開業の権利とサ

ービス提供の権利が認めれられ，弁護士(1977

年)についてもサービス提供の権利が認められ

た5九これらは「労働者」の自由移動ではなく，

「開業の自由」と「サービス提供の自由Jとし
てすでに60年代中頃から立法の準備が進められ

てきたものであったが， 60年代には実現しなか

ったものであり，それが70年代後半から「欧州

市民権」や共同体社会政策の展開に見られるよ

うな，社会民主主義的統合路線の深化を背景に，

徐々に実現されていったのである。

以上まとめると， 1970年代初頭から，経済面

だげではなく，社会面での統合の重要性が強く

認識されるようになった。共同体レベルの教育

政策の形成が開始され，欧州議会直接選挙の実

現という政治機構面でもひとつの政治体へと向

かう第一歩が踏み出された。「欧州市民権Jや欧

州統一パスポートの発行にみられるように，EC

の市民にひとつの「ネイション」としてのアイ

デンティティを持たせるための政策の検討が始

まった。しかしながら，そのような政策の多く

は80年代後半になるまで実施されぬままにおか

れ，徐々に実現したものは開業の権利による職

業別の移動自由化の実現や移民労働者のための

社会保障制度に関する規則の適用対象の拡大な

どであった。人の移動自体に関する規定につい

ては，EC委員会は1979年以来，規則1612/68と命

令68/360を修正することによって，居住権を労

働者のみではなく，学生や年金生活者などにも

認めようという提案を行ってきたが，これも理

事会ではなかなか採択されない状況が続いた。

70年代にこのように重要な提案がなされなが

ら，それが実現されなかった背景には， 70年か

ら検討され， 72年から開始された欧州通貨制度

形成の試みが， 76年のフランスの離脱によって

事実上失敗に終わったこと， 73年と79年の2度

51) European file 13/84.これらの職業に関するEC法

の石油価格の高騰でEC諸国の経済情勢が悪化

し失業率が未曾有のレベルに達したこと，など

によって欧州統合そのものに対する信頼が揺ら

いだことがある。欧州統合全体にユーロ・ペシ

ミズム(欧州悲観論)が広がったために，人の

移動や欧州市民のアイデンティティの問題は棚

上げされてしまったのである。

3. 80年代後半:1992年域内市場統合と人の移

動の自由化

(1)1人民のヨーロッパ(People'sEurope)J提案

84年6月25/26日の欧州理事会では，1共同体

市民と域外世界の双方に対して，ヨーロッパの

アイデンティティとイメージを強化し広めるた

めのJいくつかの画期的な合意がなされた5九そ
の第1点は， 1970年代後半から導入の検討が行

われてきた「欧州統一パスポート」を1985年1月

1日から導入するための決定を行うよう，欧州理

事会が理事会に要請したことである。第2点は，

ヨーロツパのアイデンティティとイメージの強

化・宣伝のための行動を準備するために特別委

員会を設置する合意がなされたことである。フ

ォンテーヌ・プロー欧州理事会の要請を受けて，

ただちにピエトロ・アドニノを議長とする特別

委員会が設置された。アドニノ委員会と呼ばれ

るこの特別委員会は85年3月と 6月の2固にわ

たって「人民のヨーロツノリに関する報告書を

提出している53)。その第一次報告では，欧州市民

が自由に国境を越えて移動できるように，1)国

境管理を簡素化すること， 2)旅行者の所持品に

対する税控除の拡大，小型郵便物に対する税免

除などを挙げ，また欧州市民が自国以外のEC諸

国で居住し就職する権利を確保するために，1)

職業資格や卒業証書の相互承認， 2)他の加盟諸

国の財政に不当なほど多大な負担をかけること

がないすべての市民への居住の権利の授与につ

規は， Commission of the European Communities 52) Bull. EC 6/84. 
(1988)を参照。 53)Bull. EC Supplement 7/85. 
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いての提案がなされている。さらに第2次報告

では，1)共同体諸国民への市民権の授与， 2)共

同体の文化政策の育成， 3)共同体市民への共同

体に関する情報提供， 4)語学教育，交換留学，

スポーツ交流による若者の啓蒙， 5)共同体市民

としての第三世界でのボランティア活動の促

進， 6)医療問題，社会保障，麻薬などに関して

共同体レベルでの協力， 7)姉妹都市提携， 8)EC

国旗とEC国歌の創設， EC記念切手の加盟諸国

同時発行などによる，共同体のイメージとアイ

デンティティの強化の 7点についての提案がな

されている。これらの報告でなされた提案は，

85年6月のミラノ欧州理事会において承認され

た。

このアドニノ委員会の報告が「人の移動の自

由化jに関して有する最大の意義は，これによ

って60年代からの「開業の自由Jと「サービス
提供の自由」の枠で進められてきた移動の自由

や， 1970年代から社会政策の枠で進められてき

た社会保障面での協力，教育政策において進め

られてきた学生の交流や語学教育，市民権の授

与など，これまでパラパラに進められてきた諸

政策が， r人民のヨーロツノ"'jの理念の下にひと
つにまとめ上がったことである。しかしながら，

1970年代に人の移動に関する各々の政策が大き

な進展をみなかったことから見て，アドニノ委

員会の提案はそれ自体が強い推進力を持ってい

たとはいえない。その提案の実施には，以下で

述べるような経済自由主義路線の統合による推

進力が不可欠であった。

(2)域内市場白書と熟練労働者の自由移動

1985年以降，経済面での統合は新たな局面へ

と移行することになった。その契機となったの

は，域内市場・財政機関・税制を担当するEC委

員会委員コーフィールド卿が作成し，1985年6月

にEC委員会が公表した『域内市場白書54)jであ

る。『白書』は， ECの経済の衰退の原因は， 70年

54) COM(85) 310 finaL 

代に統合が進まず， EC市場がEC諸国に細かく

分断されたままであったため，欧州企業が圏内

市場で保護されることになり，国際競争力を失

ってしまったからだという認識に立ち，欧州経

済の活性化のために， 1992年までに物・人・資

本・サービスの自由移動に対するあらゆる障害

を取り除き，これらが自由に域内を移動できる

ような単一欧州市場を形成することを目標とし

た。『同白書』においては，目標を実現するため，

自由移動に対する様々な障害が「物理的障壁j，

「技術的障壁j，r財政的障壁」に分類されて特
定され，除去するためにとられるべき諸措置と

その対策のための日程が示されている。EC委員

会のこの提案は，自由市場をEC内に創出すると

いう内容をもつことから欧州、|の企業からの強い

支持を受け， 80年代後半の景気の上昇にも支え

られて，その実施が進められてきた。この域内

市場の完成という目標は，1987年1月に発効した

『単一欧州議定書55)jによってローマ条約が一

部改正されることによって制度面からも支えら

れることになった。すなわち， r同議定書』によ
って， r域内市場」の定義が明記され，域内市場
の確立および運営を目的とする加盟国の法律，

規則および行政措置の接近に関する措置の採択

は， r全会一致Jではなく， r特定多数決56)jによ
って行うことが規定されることとなったため，

域内市場の完成に関する規則や命令などの採択

が大幅に加速されることとなったのである。

『白書』において，人の自由移動に関しては，

「労働者及び職業のための自由移動Jに対する
障害を除去するための次のような措置が示され

ていた5九すなわち，①共同体移民労働者の移動

55) BulL EC Supplement， 2/86. 
56)特定多数決とは，加盟国がそれぞれ一定の異なる投

票数を与えられおり， EC加盟国が12カ国であった当
時は， 76票中54票の投票数が得られた場合に採択さ
れるという議決方式である。

57) r白書』においては， ["物理的障壁」として，域内国
境を廃止することによって人の移動を自由にする措

置も示されている。この意味での自由化は「パスポ
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と居住に関する残存する障害の除去，②労働者

の自由移動に関する所得税制の調和，③職業訓

練資格の相互認定，④学生の移動性と異なる加

盟諸国にある高等教育機関聞の協力促進，⑤職

業訓練を実施する徒弟制の加盟諸国の協力プロ

グラムの発展，⑥職業訓練と外国でのボランテ

ィア作業に若者を参加させる共同体における若

者の交換の発展，⑦新技術に関連する高等訓練

のための高等教育及び産業界の協力，⑧技術分

野への誘導と実務のための過渡的手段，⑨技術

者訓練に関する条項の調整，⑩商業代理人に関

する調整，⑪薬剤業の分野における調整，⑫薬

剤師資格の相互認定，⑬医療全般における特別

教育，⑭高等教育学位の相互承認の一般的制度

の創設，⑮未就職または退職後の居住の権利，

⑮居住許可に関する繁雑な行政手続きの除去，

⑪職業資格を証明する欧州、l職業訓練カードの導

入，⑮相互承認の一般的制度の機能の評価とそ

れを改善するための提案，合計18項目が示され

ていた。

その後，これらの項目は整理統合されたり，

分割されたりしながら具体的な提案が作成さ

れ， 1992年までに，職業訓練資格の相互認定

(1985年)，学生の移動性と異なる加盟諸国にあ

る高等教育機関間の協力促進(1987年， IEras-

musJ計画)，新技術に関連する高等訓練のため

の高等教育及び産業界の協力(1986年，

ICOMETTJ計画)，商業代理人に関する調整

(1986年)，薬剤業の分野における調整(1985

年)，薬剤師資格の相互認定(1985年)，医療全

般における特別教育(1986年)，就業年限3年以

上の高等教育学位の相互承認の一般的制度の創

設(1988年)，学生，退職者，非活動者の居住の

権利(1990年)刊についての措置が採択されて

ート同盟」やアドニノ委員会の報告にも含まれてい
るが，働き居住するための移動の自由化に大きな影
響を与えるものではないので，ここでは取り上げて
いない。
58)これらの居住権のうち，学生の居住権に関する命令
については，1992年7月に欧州裁判所によって違憲判
決が出され， EC委員会は1993年に修正案を提出し，

いる。しかしながら，居住許可に関する繁雑な

行政手続きの除去は， 1988年に提案されなが

ら59)，1992年までには採択されなかった。

『白書Jに挙げられたこれらの項目からわか
ることは，第1に，アドニノ委員会の人民のヨ

ーロツパ提案の一部が『白書』の中に組み込ま

れていることである。『白書』の労働移動の自由

化は， I労働者及び職業のための自由移動jとい

うタイトルが示すように，基本的に1960年代の

経済自由主義的原理に沿った労働移動の自由化

を目指しているようにみえる。ところが，r白書』
には「学生J，I退職者J，I非活動者jの自由移
動に関わる提案が同時に含まれており，このよ

うな者の移動自由化は経済自由主義的原理の枠

を超えている。『白書』における労働移動の自由

化は，基本的には経済自由主義的統合原理に立

ちながら，アドニノ委員会の提案を組み込むこ

とによって，同時に社会民主主義的統合の要素

をも達成しようとするものであったのである。

しかしながら，第2に指摘できることは，これ

ら相対する統合イデオロギーをともに推進させ

ようとしたものの，結局，経済自由主義的路線

による制度化が先行し，社会民主主義的路線に

よる制度化はなかなか進まなかったことであ

る60)。企業が『白書』の労働移動の自由化に期待

したものは，単一市場の創出によって生まれる

ビジネスチャンスをつかむために，1ユーロエグ

ゼ、クティブ」を育てて欧州、|企業の競争力を向上

させることであり，そのためにこれまで資格の

相互認定制度の欠知から移動が難しかった高度

な資格をもった労働者についての単一労働市場

93年10月に修正された命令が採択されている。
CounciI Directiv巴 93/961EEC of 29 October 

1993 (OJ L317. 18.12.1993). 
59) COM(88)815 finaI-SYN 185 (revised version). 

60) 1988年6月にEC委員会から欧州議会へ，アドニノ委
員会の提案の実施状況についての経過報告が伝達の
形でなされている。ECの旗や歌のようなシンボルの
導入は容易に実施されたが，居住権や国境での出入
国管理の緩和のような提案の採択がなかなか進んで
いないことが述べられている。 BuII. EC Supple 
ment 2/1988. p.22. 
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の形成に支持を与えたのである。社会民主主義

的統合には重要である非活動者の居住権や，一

般の労働者の居住許可に関する繁雑な行政手続

きの除去などは，このような企業の利害とは直

接結び付いていないゆえに採択が進まなかった

とえる。つまり， 1970年代から引き継いだ理念

の下に，共同体域内労働移動を自由にするとい

う基本方針が確立したが，その進行をめぐって

は域内のイデオロギー的緊張をはじめ，種々の

要因が作用したのであり，唯一の道が開かれた

わけではなかったのである。

(3)EC社会憲章とマーストリヒト条約

『白書』の経済自由主義的原理に基づいて，

人・物・資本・サービスに対する障害が除去さ

れると，域内での国境を越えた企業競争が激化

することによって，欧州の企業の体質が強化さ

れる反面，企業の再編成によって雇用状況が悪

化する恐れがあった。他方， 1981年にはギリシ

ャのEC加盟が実現していたが，さらにポルトガ

ルとスペインの加盟(1986年1月)の実現が迫っ

ており，これによって共同体内の労働・雇用条

件の格差は拡大することが予想された。これら

の比較的所得水準の低い南欧諸国の加盟は，ソ

ーシャル・ダンピングの問題，すなわち，労賃

の安い加盟国が低賃金に基づく競争力によって

市場シェアを奪ったり，投資を引き付けたりす

ることによって，他の地域の雇用を奪う事態を

生じさせる可能性を持つ61)。また，労賃の安い国

の労働者が域内を自由に移動しながら労働力を

提供し，他の加盟国の失業者を増大させる可能

性も考えられる6九そのような可能性を放置し

ておいて，もしも共同体の労働者の労働・雇用

条件，生活水準の低下を招くならば，統合に対

する労働者の支持が後退しかねない。したがっ

て，r白書Jによる統合を推進していくためには，

61) Social Europe (Special Edition)， (1988)， p.65. 
62)実際， ECにおいては，違法就労の形態でECの労働者

が安価な労働力として組織的に派遣されている事実

があることが大橋 (1990)によって指摘されている。

企業と労働者の双方の歩み寄りが必要とされ，

特に， r白書』においてはあまり考慮されていな
い労働者の権利の保障が不可欠であった。

85年に就任したEC委員会の委員長であるド

ロールはEC統合を進める上での労使聞の協力

を重視しベ 1985年以来，労使聞の対話を進めて

きた。労使間でEC域内市場統合の「社会的側

面j叫(労働条件，労使関係，社会保障)が議論

され，同年2月， 6月， 12月の欧州理事会におい

て， EC市場統合は単に市場統合のみを目的とす

るのではなく，単一欧州議定書の社会政策に関

する条項 (118条)の推進ならびに，経済面およ

び

るという方針が確認された。 1988年のハノーパ

ー欧州理事会は統合された単一市場の社会的側

面の重要性を強調し，社会政策に関する提案を

作成するようEC委員会に要請した。このような

動きを受けて， EC委員会が1989年に提案したの

が， r労働者のための基本的社会権に関するEC
憲章(いわゆるEC社会憲章).1である6九 EC社

会憲章は，①自由移動の権利，②正当な賃金，

③生活・労働条件の改善，④適切な社会的保護

を受ける権利，⑤結社の自由と団体交渉の権利

と労使聞の対話の発展，⑥職業訓練を受ける権

利，⑦男女の均等待遇に関する権利，⑧労働者

の情報，協議および経営参加に関する権利，⑨

労働安全衛生に関する権利，⑩児童および若年

者の保護，⑪高齢者や⑫障害者に対する配慮，

を骨子としている伍)。自由移動の権利について

は， 1)雇用の均等，労働条件・社会的保護に関

する平等の原則に即し， ECにおけるあらゆる職

業に従事できる可能性を与えること， 2)全加盟

諸国における居住条件，特に家族の合流に関す

る条件の統一， 3)免状や対等な職業資格の非認

63) Bull.EC， Supplem巴nt，4/85， p.30. 

64)欧州統合の「社会的側面」の展開はCommissionof 
the European Communities (l989a)を参照のこ

と。

65) EC社会憲章の成立過程について日本語文献として

は恒川 (1992)を参照のこと。
66) Social Europ巴 (1992)，1/92. 
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証から起こる障害の除去， 4)国境労働者の生活

および労働条件の改善が挙げられている。

EC社会憲章についての規定は義務的な効果
を持ちえない単なる宣言であったが，その採択

はローマ条約の労働移動や社会政策に関係する

規定を根拠に作成される様々な政策の採択を促

した。一例として， 1991年の規則1612/68第II部

の改正が挙げられる。この改正案は， 1960年代

のように加盟国の自国市場の求人の一部を共同

体労働者に開放するというのではなく，共同労

働市場として自国労働市場を全面的に開放する

という目的で提案されたものであり， 1992年に

採択された。 1960年以来まったく手を付けられ

ることのなかった同規則が，欧州共同労働市場

を形成するような方向に改正されるようになっ

たのも，社会憲章によって，共同体が単なる市

場統合だけでなく，その社会的側面を発展させ

るという方針が明確化され，そのための諸措置

の中に規則1612/68の改正が盛り込まれたこと

によるのである。

1992年2月7日に調印されたマーストリヒト条

約は，EC社会憲章に法的根拠を与えた点で，EC

の労働者の自由移動に影響を与えると予想され

るが，もうひとつ人の自由移動に対して重要な

点が条約に盛り込まれている。それは70年代か

ら議論されながら，なかなか合意に至らなかっ

た「欧州市民権Jの保障が明記されたことであ
る。同条約は， r労働者Jの自由移動ではなく，
すべての共同体市民の自由移動の権利を保障

し，また，地方レベルでの選挙権・被選挙権お

よび欧州議会選挙におげる選挙権・被選挙権を

保障している。さらに，外交的保護権，請願権

の保障も規定されている。しかしながら，マー

ストリヒト条約における自由移動および居住の

権利は，同条約に規定された条件およびその実

施のために採択された諸措置によって制約を受

けることになっており，すでに採択された非活

動者などの自由移動に関する諸措置はこのよう

な範曙の人々に無制限の移動を認めてはいな

い。たとえば，他の加盟国の公的扶助に頼らな

くて済むだけの十分な資産を有していないと移

動は認められない。また，マーストリヒト条約

の人の自由移動に関する規定を採択するには

「全会一致」によることとされており，制度上

の発展にも大きな制約がある。マーストリヒト

条約は各国首脳によって調印されたものの，周

知の通り，デンマークの国民投票による批准の

拒否によってその発効は遅れ， 1993年11月にな

ってようやく発効することになった。デンマー

クはEC諸国の中でも社会保障水準が高く， rソ
ーシヤルダンピング」の可能性から「人の自由

移動」に対しては否定的である。このため，人

の自由移動の規則の採択が「全会一致jに基づ

いている限り，今後人の自由移動の政策がさら

なる進展をみるのか微妙でトある。マーストリヒ

ト条約に関して，もう一点注目すべきことは，

EC条約の中に初めて「教育Jという文言が現わ
れたことである6九これによって，共同体は教

育・訓練の分野で政策形成を行っていくための

法的基礎を得たといえるので，今後のこの分野

での政策形成がより容易に進むと考えられる。

(4)80年代後半以降の労働移動の特徴

1980年代半ばから，共同体の労働移動の自由

化の政策は， r域内市場白書』による経済統合の
加速と， r市民のヨーロツノリに関する様々な政
策の進展に支えられて発展してきた。このよう

な制度面での進展を背景に，実際の労働移動の

状況はどのように展開してきたのであろうか。

共同体労働者の実態は1970年以降，非常に把

握しにくくなっている。上述したように， 1968 

年に共同体労働者に対しては労働許可証を不要

とする共同体規則および命令が発効したので，

新規労働許可証の発行数に基づくフローのデー

タは共同体労働者についてまったく入手不可能

となった。住民登録に基づく人口の流出・流入

のフローのデータは存在するが，一部の加盟諸

国についてしかデータが入手できない。特に流

67) Lenaerts， Koen (1994) 
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表4 EC諸国 (12カ国)における共同体市民数(単位1，000人)

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

ベルギー 538.1 538.1 532.9 536.7 541.0 551.2 554.6 536.7 543.5 

デンマーク 25.7 26.6 26.9 26.6 26.8 27.8 28.4 29.6 31.2 

ドイツ 1356.6 1364.7 1240.4 1275.9 1325.4 1439.0 1487.3 1503.7 1535.6 

ギリシャ 36.5 39.5 43.2 46.9 50.4 54.5 57.0 61.6 64.7 

スペイン 143.5 171.0 193.5 208.5 144.9 164.6 158.1 173.1 192.1 

フランス - l311.9 

アイlレランド 65.0 60.9 61.0 65.7 61.5 63.0 68.5 72.9 66.8 

イタリア 148.6 145.4 146.8 153.0 

/レクセシプルク* 81.9 82.0 81.1 83.1 85.6 88.8 91.8 94.8 

オランダ 161.5 159.7 156.9 159.8 162.7 168.4 176.1 183.0 187.7 

ポルトガル 21.3 23.2 24.7 26.2 28.0 29.1 29.9 31.3 32.7 

イギリス 796 791 809 881 803 731 740 787 720 

出所:SOPEMI1994年度年次報告p.198
*ルクセンブルクについては，全EC諸国からの移民合計数の入手は不可能で、あったので， ECの6カ国(ポ

ルトガル，イタリア，フランス，ベルギー，ドイツ，スペイン)からの共同体移民数を合計したものを記

載した。

表5 国境労働者数(単位1，00日人)

1985 1986 1987 

Jレクセンブルク 16.1 18.2 20.9 

出所:SOPEMI1994年度年次報告p.197o

出に関するデータについては，住民登録を抹消

しないで出国してしまう者が多く，信頼性が低

い曲)。人口センサスなどに基づく共同体市民の

人口のストック・データであればほとんどの加

盟国について，タイム・シリーズのデータが存

在するので，以下でストック・データによって

域内移動を概観してみよう 6九

表4は出身国以外のEC加盟諸国に居住する欧

州共同体の人口のストックの推移を表わしてい

る。人口のストック・データで見るかぎり， 1980 

年代後半からの欧州共同体の域内移動は全般的

に停滞もしくは減少していることがわかる。

68)イタリアの出国統計が信頼おけないものであること
はKing(1988)に示されている。

69)ただし，外国人人口のストックは，帰化者の増加に

よって見かけ上減少してしまったり，また，ストッ

クの増大が出生数の増大により強く依存している場

合もあり，ストックの差が必ずしもフローとならな

いことに留意しておく必要がある。

1988 1989 1990 1991 1992 1993 

24.3 28.6 33.7 38.9 43.3 47.3 

しかしながら，部分的に見ると次のような特

徴がある。第1に，ルクセンブ'ルクにおける国

境労働者70)の増大である(表5)。国境労働者はフ

ランスとドイツ，ベルギー，イタリア，スペイ

ンなどにも存在するが， EC委員会の推計では

EC全域でおよそ24万人から26万人ほど存在し

ている 7[)。これらの国境労働者についての時系

列データは残念ながら入手不可能であるので，

ルクセンブルクの例を一般化できないが，域内

国境の廃止によってこれまで辺境であった地域

に新しい経済圏が生まれ，国境労働者数をある

程度まで増大させる可能性はある。

第2に指摘できることは， ドイツやフランス

などのかつての移民受け入れ固からスペイン，

ポルトガルへの技術者などの移動の増大である

70) OECD， SOPEMI， 1992， p.134. 

71) European Foundation for the Improv巴mentof 

Living and Working Condition (1989). 
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表E ポルトガルにおける外国人活動人口

1985 1986 1987 

ドイツ人 1893 2061 

フランス人 1308 1415 

オランダ人 602 643 

イギリス人 2469 2778 

出所:Minist剖 oda Administraccago Interna 

表7 スペインにおける外国人労働者数(単位1，000
人)

1988 1989 1990 1991 

EC 31.4 34.7 34.8 43.9 

内ドイツ人 4.2 5.2 6.6 8.4 

フランス人 2.6 3.4 4.6 6.0 

イギリス人 6.5 7.9 8.5 9.7 

出所:SOPEMI1993年度年次報告

(表6・表7)。スペインとポルトガルについては

労働許可証の完全廃止が1993年以降となってい

たので例外的に外国人の職業のフローデータを

見ることができる。外国人の職業は例えば， 1989

年時点のスペインでは共同体労働者に新規に発

行された労働許可のうち技術者が4分の 1を占

めており 72) ポルトガルでも1993年の活動人口

中約4割が科学者および技術者で占められてい

る73)。

予想される労働移動の増大として，第3に，高

度な卒業資格を持つ労働者の先進EC諸国聞の

移動の増大があげられる。『域内市場白書』で掲

げられた職業資格の相互承認や高等教育機関の

卒業証書の相互承認などが80年代後半に急速に

進めらたことは述べた。それに加えてECでは専
門職・技術者に対する需要は非常に強い74)。この

ように熟練労働者に対する旺盛な需要の存在

と，移動のコストの低下は，彼らの移動性を高

めることが予想される。しかしながらECによる

政策に起因すると見られる移動の増大を示す明

72) Ministerio de Trabajo y Seguridad Socia!， 

Estadistica de permisos de trabajo a extranjeros 

1989. 
73) Ministerio da Administracao Interna 

74) Commission of the European Communities， 

Socia! Europe supp!ement 1/90. 

1988 1989 1990 1991 1992 1993 

2218 2556 2779 2951 3146 3398 

1474 1879 2022 2107 2290 2489 

707 879 956 997 1054 1143 

3050 3602 3981 4219 4464 4721 

確な資料は現在のところ存在しない。また，先

進EC諸国間では労働許可証が60年代末に全廃

されているため，職業別のタイム・シリーズの

データはほとんど入手不可能であり，断片的な

情報が得られるだけである。例えば，オラン夕、

についてはMuus(1990)による83，85， 87年の

間欠のデータが経営者クラスの者や科学者・技

術者の移動増大の傾向を示し75) 西ドイツにつ

いても大卒レベルの外国人労働者の数が増大

し，資格水準の低い外国人労働者数は減少して

いることを示す研究があるがへそのような傾

向は世界的に見られる傾向であり，ECの政策に

起因するのか否かは明らかではない。共同体域

内の様々な形の短期滞在，出張型の移動の増大

も指摘されている77)が，このような移動は統計

上に現われてこないので正確に把握することは

困難である。

共同体労働者の域内移動については，以上の

ように，現在断片的なデータしか入手できず，

しかもECの政策がどの程度移動に影響を与え

ているのかも明らかではないが，そのようなデ

ータから確実に言えるのは，移動が部分的で小

規模であるということである。これと対照的な

動向として，域外労働者の移動の特徴について

付言しておくと， 1980年代後半から特に顕著に

見られる特徴として，1)ドイツへの旧ソ連・東

欧諸国民の流入の急増， 2)以前は移民の送り出

し固としてしか考えられてこなかったイタリ

ア，スペイン，ポルトガルへの第3世界からの

外国人労働者の流入の 2点を挙げることができ

75) Muus(1990) ， p.165. 
76) Wa!wei， U1rich & Werner， Heinz (1993)， p.9. 
77)羽f巴rner(1996)
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表8 EC加盟諸国における域外外国人数

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

ドイツ 2824.7 2828.9 2952.0 2831.9 3039.0 3329.0 3697.4 4367.9 4776.6 

オランダ 391.0 408.3 434.9 

イタリア

スペインキ 98.5 122.2 141.4 

ポルトガル 38.7 42.8 42.3 

• 1989年の急減は外国人登録の清算の結果である。
出所:SOPEMIおよびEurostat

表9 EC12カ国の一人当りGDP(1993年，購買力平価

表示， EU15カ国=100)

国名 国名

ベルギー 113 アイ1レランド 81 

デンマーク 112 イタリア 102 

ドイツ 108 ルクセンブルク 160 

ギリシャ 63 オランダ 103 

スペイン 78 ポルトガル 69 

フランス 102 イギリス 99 

出所:Eurostat 

る(表8) 78)。

3 域内移動の潜在要因と抑制要因

本論文の主目的は2章において労働移動の実

態と関連づけながら1958年以来の人(労働)の

移動の自由化政策の歴史的展開を分析すること

にあった。 3章では域内移動に関して今後研究

されるべきいくつかの重要な問題点を指摘して

おく。

(1)移動を促す潜在要因

EC域内のEC諸国人(労働)の移動はECの労

働移動の自由化に関する制度の展開にかかわら

ず1973年頃から減少し， 1985年以降の経済統合

78)東欧からの移民の増大に関して詳しくはSOPEMI

1993年版を参照のこと。イタリアについてはBar-

sotti & L巴cchini(1989)，スペインについては

Munoz-P邑rez，F. (1989)， Espanola (1987)におい

て域外からの労働者の増大が指摘されている。また，

Social Europe， Supplement 1/91でも同様のことが

指摘されている。

463.9 479.2 524.0 556.8 574.4 592.1 

632.5 751.4 776.8 834.4 

151.5 104.7 114.2 202.6 220.0 238.3 

44.8 41.0 44.9 48.1 52.7 88.8 

表10 一人当りGDPが比較的高い地域のGDP(1993年，

購買力平価表示， EU15カ国=1目。)

地域名 地域名

ハンプルク(ドイツ) 190 プレーメン(ドイツ) 154 

ブリュッセル(ベルギー) 182 大ロンドン(イギリス) 144 

イル・ド・フランス(フランス) 166 シュツッツガルト(ドイツ) 141 

ダルムシュタット(ドイツ) 164 アントワープ(ベルギー) l36 

上バイエルン(ドイツ) 158 グローニンゲン(オランダ) 132 

出所:Eurostat 

表11 一人当りGDPが比較的低い地域のGDP(1993年，

購買力平価表示， EU15カ国=100)

地域名 地域名

アソレス(ポルトガル) 42 ザクセン(旧東ドイツ) 53 

アレンテジョ(ポlレトガル) 42 エーゲ海諸島・クレタ島(ギ) 56 

マデイラ(ポルトガル) 45 プランデンブルク(旧東ド) 57 

イベイロス(ギリシャ) 46 アンダルシア(スペイン) 58 

チューリングン(旧東ドイツ) 52 カラプリア(イタリア)

出所:Eurostat 

全般の加速にもかかわらず，増大してこなかっ

たことを 2章において述べた。しかしながら，

移動を促す潜在的要因は依然として存在してい

る。表9は一人当りGDPでみたEC加盟国聞の所

得格差を示している。これを見るとEC諸国聞に

はポルトガル，スペイン，ギリシャなどの南欧

諸国と，ルクセンブりレク，ベルギー，フランス，

デンマーク，ドイツなどの北部ヨーロッパの

国々の聞の相当な所得格差が残っていることが

わかる。この所得格差は地域レベルでみるとい

っそう顕著でトある。表10はECの地域統計の分類

上の地域の中から地域別一人当りGDPの高い

地域を高い順に並べたものである。他方，表11

はEC域内で特に一人当りGDPの低い地域(ポ
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ルトガル，ギリシャ，スペイン，イタリアなど

の伝統的移民送り出し園内に多い)をいくつか

選んで示したものである。たとえば，カラブリ

アはイタリア圏内で地域別一人当りGDPが最

も低い地域であるが， ドイツのハンブルクの3

分の lにも達していない。したがって，所得格

差からみる限り， EC諸国聞の移動を引き起こす

潜在的要因は存在しているといえる。

同様のことは地域間の失業格差からもいえ

る。ドイツのバイエJレン地方は失業率は4.9%

(1995年)であるが，イタリアのカンパニアで

は25.9%(1995年)，スペインのアンダルシアで、

は33.3%という失業率の高さである 7九これら

の地域の大量の失業者がドイツなど失業率の低

い地域に流れ込む潜在的可能性は否定できな

し〉。

(2)移動の抑制要因

上で示したように， EC域内では依然として移

動が生じる潜在要因が存在する。それにもかか

わらず，労働移動は現実には増大していない。

したがって，そこには移動を抑制する要因が作

用していると思われる。移動の抑制要因として

は次の3群の要因が考えられる。第1群の要因

は，経済統合自体が移動を抑制する側面である。

第1に，経済統合の進展に伴って共同体加盟諸国

の国民所得が上昇し，社会保障制度の充実，お

よび圏内の所得再分配政策の改善が可能になっ

た面がある。実際，イタリアでは1960年代の末

に南部と北部の聞の地域的な賃金格差を廃止す

る政策がとられた80)。このため伝統的に移民を

送り出してきた貧しい南部地域からの移動があ

る程度まで抑えらることになったと考えられ

る。

第2に， EC統合においては経済統合によって

地域格差が拡大しないように，共同体内の貧し

い地域に対するECレベルでの地域政策が行わ

79) Eurostat， Regions， Statistical y巴arbook，1996. 
80) OECD Economic Surveys 1970， p.13. 

れており，これも移動を抑制する効果を持って

いる。共同体の地域政策のための固有の手段と

しては， 1975年に創設された欧州地域開発基金

(ERDF)がある。当初の基金の規模は小さく，

基金の利用は閣僚理事会で各国別に割当が決め

られ，各加盟国の申請に基づいて，各加盟国が

国内で行っている地域政策を財政的に補助する

という形をとっていたが， 1985年に割当制を止

めて各国ごとに比率幅が設けられて弾力的な運

用が可能になり， 1988年には構造基金の支出額

の引き上げが決定された。同時に，構造基金の

運用の抜本的改革が行われ，共同体内の後進地

域に集中して資金投下できるようになった8~
構造基金の規模はさらに拡大される方向にある

上，特に構造基金がポルトガルやギリシャに対

して与える効果は大きい。 ERDFからの支出額

は1989年で両国のそれぞれGDPの1.3%，1.5% 

にもなり円これらの国からの移動には抑制効

果が生じることが予想される。

第3に，労働移動の自由化以外のECの政策で，

理論上は域内移動を抑制すると考えられるもの

が他にもある。特に重要なのはECの経済統合

が，労働移動の自由化と同時に，域内の財市場

の統合と資本移動の自由化を進めてきたことで

ある。自由貿易が行われた時に，一定の条件の

下で要素価格の均等化が生じたとすれば，また，

資本移動が労働市場の不均衡に敏感に反応する

とすれば，それらが労働移動に代替的効果をも

っといえることは明らかである83)。

移動を抑制する要因の第2群は，統合を推進

するプロセスの中に存在する，労働移動の自由

81) Commission of the EC (1989b) 
82) Commission of the EC (1991) 

83)貿易と要素移動の関係に関しては伝統的なへクシャ
一・オリーンの貿易論があるが，この理論は生産関

数が同一であるなど厳しい仮定に基づく理論である

ため，この理論がEC域内労働移動に関して意味を持
ちうるのかに関しては慎重な検討が必要である。EC
の貿易と労働移動の関係およびECの資本移動と労
働移動の関係についての満足のいく理論的研究およ

び実証研究は所見の限りでは存在しない。今後本格

的に研究されるべき重要な課題である。
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イ七への抵抗である。第1に，共同体を構成する国

民国家とそのナショナリズムによる抵抗があ

る。そもそも国民国家はなによりも人(国民)

の管理を基盤にしており，人(国民)の移動の

自由化はその権力基盤を直接に揺さぶる重大な

国家主権の委譲を意味している。これに加えて，

1970年代後半から今日まで移民受け入れ国であ

った欧州諸国において国民の反移民・反外国人

労働者の感情がしだいに高まり，今日では移民

規制を緩和するような政策をとることによって

は政党や政治家は国民の支持をえられない状況

にある。域内市場白書の労働移動に関する項目

についての法律は，その採択が遅れたことはす

でに述べた。それが進まなかった最大の理由は，

採択方法が他の域内市場に関する項目とは異な

り， I全会一致」によっているためである。人の

移動に関しては，マーストリヒト条約において

さえ， I全会一致」の原則は曲げられなかった。

このことは「国民jの管理を基礎に成立してい

る国民国家を前提に，人間や労働の移動につい

ての障壁を撤廃することが困難であることを示

している。

第2に，イデオロギー対立や労働市場の需給関

係をめぐる問題など様々な緊張関係を抱え込ん

だ欧州統合そのものが持つ抵抗がある。 2章に

おいて述べたように，社会民主主義的理念の下

で作成されたアドニノ委員会の「人民のヨーロ

ッパ」提案に対して， r域内市場白書』は経済自
由主義的理念，つまりヨーロッパ大の自由主義

的経済圏を形成する目的から作成されたもので

ある。労働移動の自由化をもたらしてきた理由

は，ヨーロツパ主義的期待ばかりではなく，経

済自由主義的なイデオロギーにもよっている。

欧州統合自体，それを推進する者は一枚岩では

なく，欧州統合を利用して自分達の「国民国家」

を強化しようとするナショナリスト達，純粋に

ヨーロッパに自由市場を創設しようとする自由

主義者達，ヨーロツパに「社会的空間」を打ち

立てようと目指す社会民主主義者など様々であ

り，それぞれが各々の思惑で統合を進めようと

している。人の移動に関しては，経済自由主義

者は自由な要素市場の設立のために「労働jの

移動を完全に自由化しようとし，社会主義者は

社会民主主義的理想から「人および労働者」の

移動を自由化しようとする。ナショナリストの

統合支持者は，自国の経済的・政治的利害にか

なう「労働Jの移動には賛成であるが， I国民国
家」の枠が崩されるほどの「人」の移動自由化

政策までを考えてはいなしユ。現在のところ，上

で述べたように「全会一致」の規定の存在によ

って，この「国民国家」の擁護者が「人」の自

由移動に関する行き過ぎた措置にいつでも制約

を加えられるようになっている。社会民主主義

的理念と自由主義的理念の複雑な構成物である

人の移動の自由化は， I国民国家」擁護者と汎ヨ

ーロッパ主義者の責めぎあいと妥協の中で進め

られてゆくしかないのである。このように相対

立するイデオロギーに現実の労働市場の需給事

情とが複雑に組み合わさって労働移動の自由化

政策が形成されてきており，その過程は決して

単純なものではないことに注意しなければなら

ない。欧州統合一般に内在する緊張8川まここに

も貫かれているといえるが，人の管理が国民国

家の基礎を成しているだけにその緊張はよりい

っそう強いものとなりうるのである。

第3群の抑制要因として挙げられるのは，統

合が直面せざるをえない社会的，文化的障壁で

ある。そのような障壁のなかでもとりわけ言語

障壁は重い抑制要因となっている。もし人の移

動が本当に自由で歪みのない空間をECが望む

ならばEC市民がひとつの共通言語を身につけ

るか，あるいはEC市民全員がパイリンガル，ト

リリンガlレ，マルチリンガルになって互いにな

んらかの言語で話すことができるようになると

いう，EC域内のコミュニケーションの均一化が

必要であろう。ECが1991年に公表した15歳から

24歳までの若者に行った世論調査では，他の加

84)欧州統合に内在する緊張の基本的な見方について
は，佐々木・中村 (1994)r欧州統合の脱神話化J第
1章及び第2章を参照のこと。
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盟国に仕事や就学，職業訓練をしに行かない理

由として第一に挙げられているのが言語上の問

題であることやベ他国籍企業の幹部ですら外

国語の操作能力が依然として乏しいことからみ

てもベ ECが言語障壁を取り除くためのなんら

かの政策を行わなければならないことは明らか

である幻)。

しかしながら，域内で言語をなんらかの形で

均一化する政策をECが実施するには大きな困

難が存在する。第1の困難は英語による均一化

に対する抵抗である。現実にはECで最も学ば

れ，話されている外国語は英語であり，欧州委

員会もこれを認識している。この傾向は1995年

からオーストリア，フィンランド，スウェーデ

ンが加わることでいっそう顕著になった。たと

えば英語を学んでいるEU市民は全体の65%に

も登る。 2位のフランス語は39%，3位のドイ

ツ語は21%に過ぎない。これらの数字は実際に

話せる外国語ということになると，各々， 41%，

19%， 10%に低下する。それでも英語が圧倒的

に他を引き離している阻)。欧州委員会は毎日正

午の報道機関のための記者会見ではフランス語

の使用義務をなくし，英語使用を許可すること

になったが円これもEUにおける英語の事実上

の優位を示す例である。このような英語の優位

が高まるにつれ，フランスによる抵抗が非常に

激しくなってきた。フランスは言語に関しては

トゥボン文化相が英語使用禁止の法律制定を行

い，共同体においてアメリカのテレビ番組の放

送に制限枠をもうける主張にイニシャチブをと

ってきた。英語は世界的にも共通語となってき

85) Eurobarometer 1991 

86) Berger (1990)によると，就業5万人以上の西ドイ

ツ系多国籍企業への調査の結果，会社幹部のうち国

外で1年以上の実際的経験を積んだものは1，000人中

1人に満たないこと，外国語を一つ自由に話せる人は

1，000人中0.5人に満たない。

87) Neto & Muller (1987)の在仏ポルトガル移民に対
するサーベイでも言語が生活する上での最大の障害

として挙げられている。

88) European Commission (1995) 

89) Financial Times， 95年1月25日2面

ており，また，共同体においても最も有力な言

語であるので，共同体の共通語としては技術的

には最も導入が容易であると考えられるのであ

るが，言語を文化の一部として重要視するナシ

ョナリスティックな圧力を受けるという困難が

あるのである。

第2の困難は共同体における多数の少数言語

の存在である。加盟諸国は多かれ少なかれ国内

において標準語による言語統ーを行なった歴史

をもっ。特にフランスではそれが顕著でbあり，

マイノリティによる方言の復活の主張は認めて

いない。共同体内にはブルトン語やバスク語な

どの様々な少数言語があり，これらの言語を話

す少数民族は，国家との民族闘争を行っている

ことが多く， ECにその解決，つまり少数言語の

保護を期待している。ECは国家レベノレを飛び越

えてEC市民から直接支持を獲得してその存在

意義と民主性をアピールするために，このよう

な少数言語の保護要求を支持せざるをえない。

特に欧州議会はこのような役割を果たそうとし

て少数言語の保護の要求を汲み上げてきた。こ

のため， ECの言語をいくつかの有力言語，たと

えば英語，フランス語， ドイツ語のうちのひと

つまたはその組み合わせによって均一化する方

針は，ECとしては全面に出す訳にはいかない。

言語問題は解決しなければならないが，各国の

文化やナショナリズムに触れる問題であるた

め，現在のところは強力なイニシャチブをとる

ことはできない微妙な問題なのである90)。

最後に，言語問題に加えて，欧州、|においては

いまひとつ顕著な社会的，文化的障壁が存在す

ると思われる。ヨーロツパの場合，一国内でも

大きな賃金格差，失業格差があり，容易に解消

されていないことからみて，そもそも，ヨーロ

ツパにおける移動には特有の粘着性があること

が考えられる。以上，人(労働)移動に関する

様々な抑制要因を指摘してきたが，今後の人(労

90)欧州共同体の言語政策の問題の複雑さについて詳し

くはCoulmas(1991)を参照されたい。
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働)の移動の自由化政策に関する研究は，これ

らの抑制要因に注目しながら進められていかな

ければならない。

以上にまとめた移動の抑制諸原因のうち，制

度的なものについては本論文から帰結している

が，それらを含めて，抑制諸原因の相互作用や，

それらが移動にどの程度影響を与えているかに

ついては，未開拓の重要な研究領域として残さ

れている。本稿ではこうした課題をとりあえず

は指摘しておくにとどめたい。

4 結論

2章でみたように，今日まで欧州共同体は理

念的に共通の市場と社会を形成しようという努

力を重ねてきた。 1960年代は労働者の経済的・

社会的諸権利の保障による移動の自由化が漸進

的に進められていったが， 1970年代， 1980年代

を経て， 1992年のマーストリヒト条約では労働

者の市民的権利すなわち参政権が『欧州市民権』

として保障されるに至った。欧州共同体の加盟

諸国間では，域外の諸国家に比して，制度的に

移動障壁が大きく低化していることは確かであ

る。

しかしながら移動の自由化の政策は，決して

単線的に容易に進められてきたわけではなかっ

た。現実には統合自体，種々の政治的・経済的

要因が絡み合い，内部に緊張関係を抱えながら

進行してきたのであり，労働移動，人の移動を

めぐる統合政策も同様の緊張関係を，あるいは

いっそう強い緊張関係を抱えてきた。

すでに見たように，現実の域内移動は急性的

に拡大する傾向を持たない。その理由は3章で

示した通り，域内移動に対する様々な抑制要因

が存在するからである。そこから明らかなこと

デノレとナショナリズムに関する近代主義的モデ

ル双方の)理論的期待は実現しない。

ゆえに，一方でトは統合の将来を上の 2つの単

純なモデルを越えたモデルに基づいて構想する

必要があり，他方では移動に特有の粘着性の分

析，種々の相反する効果をもった統合政策との

相互作用の分析などについての一層の研究が必

要である。たとえば1990年7月より資本移動が

自由化され， EC域内の投資が急増したが，この

ような動向が労働移動にどのような影響を与え

るのか分析する必要があるであろう。

最後に，労働移動の実態把握に関しての課題

が残されている。第1に「国境労働者」の実態

に関してはこれまでほとんど研究が行われてい

ない。これらの労働者の移動の規模の変化を捉

えることが必要で、ある。第2に経営管理者や技

術者など「熟練労働者(skilledworker)Jの移動

の実態を示す研究もほとんどなされていない。

熟練労働者の実態を把握したうえでこそ，その

移動が単に熟練労働者間の市場を作るのみに留

まるのか，それとも熟練労働者の移動の自由化

のための制度化の進展に引っ張られるかたち

で，非熟練労働者や労働者以外の人の自由移動

に弾みがつき，なし崩し的に単一の労働市場が

形成されてゆくのかという重要な課題を分析し

ていくことも可能となるだろう。第3に学生の移

動に関する研究も重要である。学生は非活動人

口の一部でもあり，近い将来の労働力人口候補

でもあるため，その移動の自由化政策は非常に

重要な意味合いをもつが， 80年代後半以降，共

同体の学生の移動に関する政策が大きな進展を

みた。 80年代後半以降の移動に関する政策の展

開が学生の移動に今後どのような影響を与える

のか非常に注目されるところであるo

は，移動が拡大しないことが決して統合の遅れ 参考文献

だけによらないということである。

したがって，労働市場が単一になり，域内の <EC諸機関の文書>

社会的流動性が増加して 1つの市場 1つの Bulletin of the European Communities(略称 Bull.EC，

市民社会が形成されるという(経済自由主義モ ECの月刊活動報告)
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